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ー所長 

こころの健康セン

ター所長 

稲生 英俊 総括主幹 豊田 貴光 

 

審査案件 
令和４年度決算 

保健福祉局所管 

協議案件 指摘要望事項の協議 

そ の 他 委員席の指定 

            主 査    小 坂 さとみ 
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午前９時58分開議 

 

○主査（小坂さとみ君） おはようございます。 

 ただいまから、決算審査特別委員会保健消防分科会を開きます。 

 

委員席の指定 

○主査（小坂さとみ君） 委員席につきましては、ただいまお座りの席を指定いたします。 

 本日の審査日程につきましては、まず保健福祉局所管の審査を行った後、指摘要望事項等の

協議をお願いいたします。 

 傍聴の皆様に申し上げます。分科会傍聴に当たっては、傍聴証に記載の注意事項を遵守いた

だきますようお願いいたします。 

 

保健福祉局所管審査 

○主査（小坂さとみ君） これより、保健福祉局所管の令和４年度決算議案の審査を行います。 

 委員の皆様は、サイドブックスのしおり１番から主要施策の成果説明をお開きください。よ

ろしいでしょうか。 

 それでは、当局の説明をお願いいたします。保健福祉局長。 

○保健福祉局長 保健福祉局でございます。よろしくお願いいたします。それでは、失礼して

座って説明をさせていただきます。 

 令和４年度の歳入歳出決算状況について、主要施策の成果説明書により御説明いたします。 

 成果説明書の82ページをお願いいたします。 

 保健福祉局には、一般会計のほか、五つの特別会計がございます。 

 まず、一般会計から御説明いたします。 

 82ページ以降が歳入歳出の決算状況表になっておりまして、全て見開きの表になっておりま

す。 

 初めに、一般会計の歳入歳出決算額についてですが、恐れ入りますが、決算額合計ですので、

次の84、85ページをお開きください。 

 表の一番下の計欄になりますが、右側のほう85ページの収入済欄です。 

 収入済額は919億8,500万円で、不納欠損額は２億8,600万円、収入未済額は26億2,300万円で

す。 

 歳入の主なものですが、済みません、また83ページにお戻りいただきまして、右側のほうに

あります備考欄に記載しております生活保護費収入、障害者介護給付費等収入、新型コロナウ

イルスワクチン接種事業に係る収入などでございます。 

 なお、85ページの不納欠損額２億8,600万円についてですが、こちらについては、生活保護

法による返還金や徴収金などについて、生活困窮等の理由で納付されなかったもののほか、債

務者の破産により免責され回収不能になったものなどにつきまして、千葉市債権管理条例に基

づいて債権放棄を行ったものなどです。 

 次に、歳出の決算額です。 

 86、87ページをお開きください。 
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 表の一番下の計欄を御覧ください。 

 予算現額は1,734億8,200万円、支出済額は1,562億8,900万円で、執行率は90.1％です。翌年

度繰越額は32億7,200万円で、この主なものは、新型コロナウイルスワクチン接種や出産・子

育て応援プラン事業などです。 

 支出済額の主なものですが、87ページの備考欄になります。 

 民生費では、介護保険事業繰出金などの特別会計への繰出金、障害者総合支援、生活保護の

扶助費などです。 

 衛生費では、新型コロナウイルスワクチン接種や予防接種などになっております。 

 87ページの真ん中の欄の不用額ですが、全体で139億2,000万円です。 

 主なものは、民生費では非課税世帯等臨時特別給付金事業において、支給世帯が見込みを下

回ったこと、また衛生費では新型コロナウイルス感染症対策に係る経費について、当初の想定

よりも感染者数が下回ったことなどによるものです。 

 一般会計については以上です。 

 続きまして、88ページ、89ページをお願いいたします。 

 国民健康保険事業特別会計です。 

 歳入の決算額は、次のページになります。90、91ページになります。 

 上の表が歳入の表の続きのところでございまして、一番下の計欄を御覧ください。 

 右側のほうになりますが、収入済額は810億8,200万円、不納欠損額は６億4,000万円、収入

未済額は32億600万円です。 

 収入未済額の主なものは、保険料の未納分です。 

 不納欠損額６億4,000万円ですが、これは国民健康保険料について、生活困窮等の理由で納

付されなかったものなどです。 

 次に、歳出です。 

 表がまた次のページにまたがっておりまして、92、93ページを御覧ください。 

 表の一番下の計欄ですが、予算現額は821億8,300万円、支出済額は801億6,100万円で、執行

率は97.5％です。 

 続きまして、次の94ページ、95ページをお願いいたします。 

 介護保険事業特別会計です。 

 歳入の決算額は、また次のページになりますが、歳入の表の一番下の計欄になります。 

 右側のほうですが、収入済額は765億3,500万円、不納欠損額は6,500万円、収入未済額は２

億6,000万円です。 

 収入未済額の主なものは、保険料の未納分です。 

 不納欠損額6,500万円ですが、これは介護保険料について、生活困窮等の理由で納付されな

かったものなどです。 

 次に、歳出です。 

 次のページ、98、99ページをお願いいたします。 

 上の歳出の表の計欄になります。 

 予算現額は796億4,400万円、支出済額は760億2,900万円で、執行率は95.5％です。 

 続きまして、その下の表、後期高齢者医療事業特別会計です。 
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 歳入の決算額ですが、恐れ入ります、また次のページになりますが、100ページ、101ページ

の上の歳入の表の計欄です。 

 右側のほうの収入済額は136億2,600万円、不納欠損額は1,600万円、収入未済額は9,600万円

です。 

 収入未済額の主なものは、保険料の未納分です。 

 次に、歳出です。 

 予算現額は138億8,800万円、支出済額は136億500万円で、執行率は98.0％です。 

 次のページ、102ページ、103ページをお願いいたします。 

 霊園事業特別会計です。 

 歳入の決算額は、右側のほうになりますが、収入済額が８億4,700万円、不納欠損額は170万

円、収入未済額は1,600万円です。 

 収入未済額の主なものは、墓地管理料の未納分です。 

 次に、歳出です。 

 決算額は次の104ページ、105ページをお願いいたします。 

 予算現額は８億8,800万円、支出済額は８億4,700万円で、執行率は95.4％でございます。 

 続きまして、公共用地取得事業特別会計です。 

 歳入歳出の決算額は、ともに1,000万円です。 

 私からの説明は以上です。引き続き、主な施策の概要と成果につきまして、次長及び各所管

部長より、新規拡充事業を中心に御説明いたします。よろしくお願いいたします。 

○主査（小坂さとみ君） 保健福祉局次長。 

○保健福祉局次長 保健福祉局次長の小野でございます。座って説明させていただきます。 

 それでは、106ページをお開きください。 

 一番上の欄、１、生活保護でございます。 

 扶助費の決算額は361億6,100万円であり、区分別の受給者、世帯数、支出額は記載のとおり

でございます。 

 次に、中段、医療扶助適正化推進でございますが、生活保護受給者へのジェネリック医薬品

の使用促進、頻回受診や重複受診等の適正化に加え、健康管理支援業務を行う医療扶助相談・

指導員を全区に配置いたしました。 

 ジェネリック医薬品使用率と健康管理支援者数は、記載のとおりでございます。 

 次に、一番下の欄、３、被保護者就労支援でございますが、生活保護受給者が経済的自立を

図ることができるよう、就労支援員を18人配置し、2,267人の方に支援を実施いたしました。 

 続きまして、107ページ、４、生活困窮者対策でございます。 

 決算額は４億4,400万円でございます。 

 １、生活自立・仕事相談センターでございます。生活困窮者などからの相談増に対応するた

め、センターを美浜区に設置いたしました。また、相談支援体制を拡充するため、自立相談支

援員を29人から31人に増員するとともに、アウトリーチ支援員を２名増員いたしました。 

 相談延べ件数と主な支援決定件数は、記載のとおりでございます。このほかハローワークへ

の紹介などの支援を行っております。 

 次に、２、住居確保給付金でございます。 
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 離職等により住居を喪失するおそれのある方などに対し、家賃相当額を支給いたしました。

令和４年度の支給決定件数が、表に記載のとおり、前年度に比べ半数以下の550件となってお

りますが、これは令和３年度はその前年度の令和２年度に支給対象者が拡大される等の制度変

更があり、件数が急増したことなどの反動により、令和４年度は減少したものでございます。 

 次に、一番下、３、生活保護世帯等学習・生活支援でございます。 

 申込者数の増加に対応するため、定員を280人から330人に拡大するとともに、会場も10会場

から12会場に増設いたしました。また、学習支援に加え、生活習慣・育成環境の改善に関する

生活支援などを実施いたしました。 

 学習支援の延べ開催回数と延べ参加者数は、記載のとおりでございます。 

 次に、108ページでございます。 

 ５、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金でございます。 

 決算額は２億3,900万円でございます。こちらにつきましては、社会福祉協議会が実施する

緊急小口資金及び総合支援資金の特例貸付けを終了した世帯に対し支援金を支給いたしました。

令和３年７月から支給を開始し、令和４年度末をもちまして終了いたしました。 

 支給額及び支給決定件数は、記載のとおりでございます。 

 最後、次に、６、住民税非課税世帯等に関する給付金でございます。 

 決算額は、合わせて85億9,700万円でございます。新型コロナウイルス感染症の影響の長期

化に加え、電力、ガス、食料品等の価格高騰による負担増を踏まえまして、特に家計への影響

が大きい住民税均等割非課税世帯等に対して、臨時特別給付金及び価格高騰緊急支援給付金を

支給いたしました。 

 それぞれの支給額及び支給決定件数は、記載のとおりでございます。 

 私からは以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長 健康福祉部長の富田でございます。失礼して、座って御説明させていただき

ます。 

 109ページをお願いいたします。 

 109ページ、１、重層的・包括的支援体制の構築ですが、置かれた状況や年齢を問わず、各

種相談を包括的に受け止め、適切な支援につなげるため、民間事業者のノウハウを活用し、本

市に適した相談支援体制の在り方を検討いたしました。検討に当たり、重層的・包括的支援体

制に関する他市の取組状況の調査や、包括的相談支援事業者との連絡会議を実施したほか、検

討の経緯や考え方について庁内で引き継ぐことや、庁外関係機関と共通理解を図るため、コン

セプトブックを作成いたしました。 

 ２の社会福祉協議会運営補助ですが、コミュニティーソーシャルワーク機能を強化するため、

コミュニティーソーシャルワーカーを増員し、令和４年度から全区２人体制といたしました。 

 ３の若年性認知症支援ですが、若年性認知症の人やその家族への個別支援及び若年性認知症

の人を雇用する企業などからの相談対応や、医療福祉の関係者や企業などとの連携を進める若

年性認知症支援コーディネーターとして、看護師を１人配置いたしました。 

 面接・訪問件数は110件、電話相談件数は310件です。 

 ４の認知症対応力向上研修ですが、市内に勤務する医療従事者に対し、認知症の人や家族を
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支えるために必要な知識や、医療と介護の連携の重要性などの知識を習得するための研修を実

施いたしました。 

 各職種別の修了者数は表に記載のとおりですが、このうち令和４年度から新たに対象とした

病院勤務以外の看護師等は99人でした。 

 110ページをお願いいたします。 

 ５、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施ですが、フレイルが疑われる高齢者に対す

る保健指導等を強化するため、花見川区及び若葉区に各３人、医療専門職を配置いたしました。 

 ６のがん患者支援ですが、がん患者の治療と社会参加などの両立、療養生活の質の向上及び

経済的負担の軽減を図るため、医療用ウィッグの購入や、在宅療養における訪問介護サービス

などの費用助成を行いました。 

 ７の健やか未来都市ちばプラン最終評価ですが、次期計画の策定に向け、現行計画上で定め

た各健康目標の達成状況を整理し、計画の最終評価を行いました。次期計画は、今年度策定し、

令和６年度開始となります。 

 ８の第４次食育推進計画策定に係る調査ですが、現行計画の最終評価及び次期計画の策定に

向け、現行計画における目標の達成状況を把握するため、実態調査を行いました。次期計画は

今年度策定し、令和６年度開始となります。 

 ９の100年を生きる健やか未来都市の推進ですが、誰もが健康でいきいきと暮らせる社会を

目指し、健康づくりに係る意識醸成を図るため、啓発リーフレットの作成のほか、民間企業と

連携した減塩啓発活動を実施いたしました。 

 111ページをお願いいたします。 

 10、受動喫煙防止の推進及び禁煙の支援ですが、１の法及び条例に基づく受動喫煙対策の実

施及び周知啓発等は、健康増進法及び千葉市受動喫煙の防止に関する条例を適切に運用し、相

談、指導及び周知啓発を行うため、受動喫煙対策推進員による事業所、飲食店の戸別訪問を実

施いたしました。また、受動喫煙被害情報を受け付けるシステムを運用するとともに、法及び

条例の周知を図るため、ポスター掲示、広報紙配布等を実施いたしました。 

 ２の禁煙の支援では、喫煙や受動喫煙による健康被害を防止するため、禁煙外来治療費助成

事業の対象者及び補助率を拡充いたしました。 

 11の妊娠・出産包括支援ですが、１の母子健康包括支援センターは、妊娠期から子育て期ま

での切れ目のない支援を実施するために、各区保健福祉センター健康課内に開設しております。 

 相談員数及び延べ相談件数、支援プラン作成件数は、記載のとおりです。 

 ２の産後ケア事業は、産後の母親の心身のケアや育児のサポートを行うもので、助産師の家

庭訪問による訪問型と医療機関または助産院に宿泊する宿泊型のほか、令和４年度から新たに

医療機関または助産院に通う日帰り型を開始いたしました。 

 各年度の延べ利用数は、表に記載のとおりです。 

 112ページをお願いいたします。 

 12、不妊・不育対策ですが、１の不育症検査費用助成は、先進医療として告示されている検

査に要した医療費について、１回当たり５万円を上限に助成する（１）の国制度と、その他の

保険適用外の検査に要した医療費について、10万円を上限に検査費用の２分の１を助成する

（２）の市制度がございます。令和４年度の助成件数は、国制度はゼロ件、市制度は11件でし
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た。 

 ２の不妊専門相談センターですが、（１）の医師、助産師による面接相談と、（２）の保健

師、助産師による電話相談があり、延べ利用件数は、記載のとおりです。 

 ３の特定不妊治療費助成についてですが、令和４年度から不妊治療は保険適用となり、令和

３年度中に終了しない治療に対して１回のみ助成をいたしました。 

 13、指定難病医療費助成ですが、指定難病の診断を受け、病状の程度が一定以上の市民に対

し、医療費の助成を行いました。 

 113ページをお願いいたします。 

 14、検診ですが、疾病の早期発見、早期治療を図るため、各種がん検診、健康診査、肝炎ウ

イルス検診、骨粗鬆症検診、歯周病検診を行いました。 

 各検診の実施状況は、記載のとおりです。 

 15、後期高齢者保健ですが、後期高齢者医療制度に加入する被保険者を対象とした（１）の

後期高齢者健康診査から（４）脳ドック費用助成までを行っており、実施状況は記載のとおり

です。 

 健康福祉部は以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 医療衛生部長。 

○医療衛生部長 医療衛生部長の南でございます。座って説明をさせていただきます。 

 114ページをお願いいたします。 

 まずは、一般会計についてです。 

 初めに、１、新型コロナウイルス感染症対策についてですが、決算額は70億2,500万円です。 

 主な実施事業について説明をいたします。 

 まず、１、医療提供体制ですが、宿泊療養施設を確保し、延べ2,702人の受入れを行うとと

もに、自宅療養者の支援のため、健康観察センターの運営を行ったほか、パルスオキシメータ

ーの貸出しや配食サービス、医療提供などを行いました。 

 ２、ＰＣＲ検査ですが、環境保健研究所及び医療機関でのＰＣＲ検査のほか、市民無料ＰＣ

Ｒ検査や高齢者向け無料ＰＣＲ検査などを実施しました。 

 ３、保健所体制ですが、新型コロナウイルス感染症相談センターの運営を行ったほか、患者

等調査・調整業務、患者搬送業務などを行うなど、可能な限り職員の負担を軽減するため、外

部委託を活用しながら事業を実施しました。 

 続いて、４、医療機関への支援ですが、医療機関を支援するため、転院受入協力金及びＰＣ

Ｒ検査等協力支援金制度により、対象となった医療機関へ支給したほか、二酸化炭素濃度測定

器や抗原検査キットを医療機関に配布しました。 

 ほかの主な実施事業については、記載のとおりです。 

 次に、115ページをお願いをいたします。 

 ２、新型コロナウイルスワクチン接種事業についてですが、決算額は124億4,100万円です。

新型コロナウイルス感染症の蔓延防止を図るため、市医師会の協力により、身近な医療機関で

の個別接種に加え、市内６か所の公共施設等の集団接種会場において、ワクチン接種を実施し

ました。 

 延べ接種回数などの実績は、記載のとおりです。 
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 次に、116ページをお願いをいたします。 

 ３、予防接種についてですが、１、定期予防接種の実施状況については記載のとおりです。 

 ２、ＨＰＶワクチン予防接種の積極勧奨等については、定期接種対象者とキャッチアップ接

種対象者に対して、ＨＰＶワクチンに関するリーフレット及び案内文を個別送付するとともに、

接種に係る費用を負担いたしました。 

 少し飛びまして、次に119ページをお願いをいたします。 

 ６、環境保健研究所移転整備についてですが、総合保健医療センターの大規模改修に伴い、

環境保健研究所を移転する必要があるため、令和５年度の供用開始を目指し、整備工事などを

行いました。 

 ７、救急医療確保対策についてですが、休日や夜間に一次医療機関では対応できない重症患

者を受け入れてもらうための二次医療機関の病床を確保するものです。 

 ８、休日救急診療所運営についてですが、公益財団法人千葉市保健医療事業団を指定管理者

とし、三師会の協力を得て実施している事業で、休日救急診療では、日曜、祝日、年末年始に

おける急病患者に初期医療を提供しており、特殊歯科診療では、要介護高齢者や心身に障害の

ある方などを対象に、予約歯科診療を行っています。 

 受診者数は、それぞれ記載のとおりです。 

 ９、高齢者医療についてですが、１、後期高齢者医療療養給付費負担金ですが、この負担金

は後期高齢者医療制度の保険給付費のうち、12分の１を市が負担することとなっており、77億

9,600万円を千葉県後期高齢者医療広域連合に納付したものです。 

 10、平和公園拡張建設についてですが、令和５年度の墓地供給開始に向け、平和公園Ａ地区

の樹木葬墓地整備工事などを行いました。 

 次に、120ページをお願いいたします。 

 12、食品衛生指導についてですが、１の（１）食品衛生許可業務については、令和４年度末

の飲食店などの営業許可施設が延べ１万3,046件、許可を要しない食品取扱施設である届出施

設が延べ3,206件となっています。 

 （２）食品監視業務については、監視指導計画に基づく監視、食品衛生推進員による巡回指

導を記載のとおり実施しました。 

 次に、121ページをお願いします。 

 13、動物愛護についてですが、１、ボランティア活動支援のため、継続して飼い主のいない

猫の不妊去勢手術を実施したほか、譲渡事業や子猫の育成に協力するボランティア活動支援の

ための物資の購入、講習会の実施を行いました。また、動物行政のあり方懇談会の開催を４回

開催しました。 

 ２、狂犬病予防、動物による危害防止対策及び動物保護管理を行っており、（１）の犬の新

規登録頭数、（２）の狂犬病予防注射済票交付数、（３）の犬猫の収容、（４）の市民等への

犬猫の譲渡の頭数は記載のとおりです。 

 続きまして、122ページをお願いいたします。 

 特別会計についてです。 

 ２、国民健康保険事業特別会計についてです。 

 １、加入状況については、年度平均で被保険者数は17万6,801人で、世帯数は12万2,561世帯
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となっています。 

 なお、被保険者数及び世帯数については、後期高齢者医療制度への移動などにより、減少傾

向にあります。 

 ２、保険給付については、総額は548億9,000万円で、昨年度に比べて17億9,500万円減少し

ています。 

 保険給付の内訳としては、（１）療養給付は医療機関などに支払った医療費で、１年間の合

計は真ん中の計の欄です。費用額は本人負担も含めた総医療費で647億6,300万円、右の支出額

が保険者として市が負担した給付費で477億4,600万円となっています。 

 （２）高額療養給付、（３）出産育児一時金、葬祭費については、記載のとおりです。 

 新型コロナウイルス感染者等への支援として、傷病手当金を令和２年度から新設し、令和４

年度は222件で、給付額は750万円となっています。 

 ３、国民健康保険事業費納付金は、県内市町村が県全体の保険給付費等を賄うために県に納

めるもので、金額は231億300万円です。 

 次に、123ページをお願いをいたします。 

 ３、後期高齢者医療事業特別会計についてです。 

 １、加入状況ですが、被保険者数は年度平均で13万5,322人となっています。高齢化の進展

に伴い、被保険者数は増加傾向にあります。 

 表の下の２、後期高齢者医療広域連合納付金135億2,000万円は、被保険者から収納した保険

料を広域連合に納付したものです。 

 次に、４、霊園事業特別会計についてです。 

 １、霊園事業ですが、（１）の桜木霊園と平和公園管理運営として、アの桜木霊園において

は1,071体の合葬墓の供給を行いました。 

 イの桜木霊園納骨堂の保管件数や、ウの平和公園返還墓地再供給件数については、記載のと

おりです。 

 （２）の両霊園の環境整備としては、記載のとおりの様々な整備を行い、墓参環境の向上に

努めました。 

 次に、２の斎場事業ですが、（１）火葬状況については、記載のとおりです。 

 なお、表の総数の計の欄に記載してあるとおり、市内外合計で１万646件の火葬を行ってい

ます。 

 （２）から（４）の式場使用件数等につきましては、記載のとおりです。 

 医療衛生部は以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 高齢障害部長。 

○高齢障害部長 高齢障害部長の白井でございます。失礼して、座って説明をさせていただき

ます。 

 124ページをお願いいたします。 

 なお、説明は新規拡充のほか、主な取組に絞って説明をさせていただきます。 

 初めに、１の高齢者等階段昇降支援ですが、階段昇降が困難な高齢者等の外出支援や、在宅

復帰、家族などの介護負担軽減を図るため、訪問介護事業所などを計３事業所に対し、階段昇

降機の導入等に要する経費を助成いたしました。 
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 次に、２の生涯現役応援センター運営ですが、高齢者の就労や地域活動など多様な社会参加

ニーズに対応するため、相談窓口の設置や一元的な情報提供を行い、社会参加を促す拠点とし

て運営いたしました。センターには399件の相談があり、就労などをマッチングした件数は296

件でした。また、商業施設の催事場などで出張相談を100回開催し、相談者数は708人でした。 

 次に、３の地域人材育成、ちばし地域づくり大学校ですが、ボランティアに関する知識や幅

広い視野を身につけ、地域で継続的に活躍できる地域福祉活動の担い手や、リーダーを養成す

る講座を運営いたしました。入門コース19人、基礎コース35人、ステップアップコース20人が

所定の課程を受講いたしました。 

 次に、４の高齢者保健福祉推進計画、介護保険事業計画策定実態調査ですが、令和６年度か

ら８年度までを計画期間とした同計画を策定するための実態調査を行いました。 

 125ページをお願いいたします。 

 ５の介護人材の確保のうち、１の介護職員研修受講費支援ですが、介護職員初任者研修また

は介護福祉士実務者研修を修了後、介護施設などを就労している方に対し、資格取得に要した

費用の一部を助成いたしました。 

 このページの一番下、７の大規模修繕時の介護ロボットＩＣＴ導入支援ですが、業務効率向

上のため、介護施設などの大規模修繕と併せた介護ロボットＩＣＴ導入費用を助成いたしまし

た。 

 126ページをお願いします。 

 10の介護職員の宿舎施設整備費助成ですが、多様な介護人材の確保のため、職員用に宿舎を

整備する費用の助成をするもので、２施設に対し助成を行いました。 

 なお、本事業は令和３年度の新規事業でございましたが、年度内に事業が完了せず、令和４

年度に繰越しとなっていたため、新規と表記をしてございます。 

 次に、６の高齢施設、障害施設における新型コロナウイルス感染症対策のうち、１の高齢者

施設等従事者等ＰＣＲ検査ですが、新型コロナウイルス感染症対策といたしまして、市内高齢

者施設等の従事者等に対するＰＣＲ検査及び抗原検査を実施いたしました。 

 （１）市内の施設、事業所全ての従事者を対象として、ＰＣＲ検査及び抗原検査を実施いた

しました。 

 また、（２）市内入所施設に入所する新規入所者等に対して、施設側の負担により、ＰＣＲ

検査を実施した場合の検査費用を助成いたしました。 

 ２の介護施設等における感染拡大防止対策支援ですが、感染発生時対応及び感染拡大防止の

観点から、生活空間等の区分けを行うゾーニング環境整備費等を助成いたしました。 

 127ページをお願いいたします。 

 ７の介護施設等の新規整備を条件に行う既存施設の大規模修繕等助成ですが、高齢者増加に

伴う受皿の整備量拡大と、老朽化した施設の修繕を同時に進めるため、介護施設等の新規整備

を行った法人に対し、既存施設の修繕費等に係る経費を助成いたしました。 

 次に、８の特別養護老人ホーム整備費助成ですが、社会福祉法人が設置する特別養護老人ホ

ームについて、昨年度竣工した２施設の整備法人に対し、建設費の助成を行いました。また、

竣工した２施設に対しましては、開設準備経費の助成も行っております。 

 次に、10の高齢者施設等事業所に対する原油価格・物価高騰対策支援ですが、光熱費、燃料
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費等の物価高騰の影響を受けている高齢障害者施設等に対し、事業継続を支援するための支援

金を給付しました。 

 次に、11の発達障害者支援センター運営、巡回相談員増員ですが、発達障害を疑われる児童

を早期に発見し、早期療養につなげるため巡回相談員を増員し、支援体制の強化を図りました。 

 128ページをお願いいたします。 

 13の障害者の移動費用を助成ですが、通所交通費助成について新たに医療的ケアを必要とす

る方や、強度行動障害を有する方のタクシー利用を対象に加えるとともに、自動車燃料費助成

については、助成金交付から現金給付に変更したほか、福祉タクシー券については、初回交付

枚数の見直しを行いました。 

 次に、14の障害者計画等策定に係る実態調査ですが、令和６年度から８年度までを計画期間

とした各計画を策定するための実態調査を行いました。 

 ２ページ飛びまして、131ページをお願いいたします。 

 130ページから続く17、障害者総合支援のうち、131ページの中ほど、４、地域生活支援事業、

（１）相談支援の障害者基幹相談支援センターですが、障害者支援体制の基盤を強化するため、

相談員を増員いたしました。 

 132ページをお願いいたします。 

 18の療育センター管理運営ですが、療育相談所における初診までの待機期間を短縮するため、

医師の業務を見直し、通所支援受給に必要な意見書を作成する心理判定員を増員いたしました。 

 次に、19の障害者グループホーム整備等助成ですが、障害者グループホームの整備を促進す

るため、運営費を助成しました。 

 なお、令和４年度中に重度障害者を受け入れるグループホームなどの整備に対する助成を行

う予定でございましたが、市場での建築資材の不足や物価高騰により、計画に大幅な変更が生

じ、年度内の整備が困難となったため、令和５年度に繰越しをしてございます。 

 次に、20の重度強度行動障害支援ですが、重度の強度行動障害者の施設入所を促進し、本人

と家族が必要な支援を受けられる体制を整えるため、民間施設が受入れに要する費用を助成い

たしました。 

 133ページをお願いいたします。 

 21のひきこもり地域支援センター運営ですが、ひきこもり状態にある方やその家族の状況に

応じて電話、来所のほか、訪問支援や出張相談などを実施いたしました。 

 次に、22の夜間・休日の心のケア相談ですが、新型コロナウイルス感染症の影響による心の

ケアに関する相談に対応するため、平日夜間及び休日に電話とＬＩＮＥによる相談を実施いた

しました。 

 １ページ飛びまして、135ページ、介護保険事業特別会計でございます。 

 １の介護保険の１、介護保険事業運営、（１）の被保険者数ですが、第１号被保険者数は令

和４年度末で25万6,085人、前年度比0.2％の増となっております。 

 （２）の要介護、要支援認定の状況ですが、下の表、イの要介護、要支援認定者数は、一番

下計の欄を御覧ください。４万8,317人、前年度比では2.6％の増となっております。 

 136ページをお願いいたします。 

 （３）の保険給付の状況ですが、支出額の合計は709億7,200万円で、前年度比では4.2％の
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増となっております。 

 137ページをお願いいたします。 

 ２の地域支援事業の（２）包括的支援事業のうち、表の一番上、地域包括支援センター運営

あんしんケアセンターですが、高齢者人口の増加への対応や体制の充実などを図るため、同セ

ンターの設置数を28センター２出張所から、28センター４出張所に増設いたしました。また、

あんしんケアセンターに配置する保健師または看護師、社会福祉士、主任介護支援専門員のい

わゆる包括３職種職員を146人から149人に増員いたしました。 

 次に、この表の一番下、医療・介護資源情報管理システムですが、医療・介護資源情報の一

元化を図り、必要なサービス情報を速やかに市民事業者に提供するため、ホームページを開設

いたしました。 

 保健福祉局の説明は以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） ありがとうございました。 

 それでは、これより御質疑等をお願いしたいと思いますが、審査の初日となりますことから、

委員の皆様に申し上げます。 

 御質疑等の際には、最初に一括か、一問一答か、質問方法を述べてください。いずれも答弁

並びに意見要望を含め、45分を目安とさせていただきます。 

 なお、10分くらい前になりましたら、残りの時間をお知らせしますので、時間内で御発言を

まとめていただきますようお願いいたします。 

 また、委員の皆様には、令和４年度の決算審査であることを十分に踏まえ、御発言いただく

とともに、所管におかれましては、簡潔明瞭な御答弁をお願いいたします。 

 なお、委員外議員が質疑を希望した場合の取扱いは、当分科会の委員の局ごとの質疑が全て

終了した後に協議決定しますので、御了承願います。 

 それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。はい、岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） 一問一答でお願いします。 

 保健福祉局の皆様におかれては、市民の健康と健全な暮らしのため、日々御尽力をいただい

ており、心より感謝申し上げます。 

 その上で、質問させていただきます。大きく四つございます。 

 一つ目は、生活保護に関してです。 

 あらましの40ページ、成果説明ですと106ページになります。 

 生活保護費のＩＣＴ化に関しまして、１区でモデル実施をされたというタブレット端末配置

により、どれほど効率化がなされたかというところをお聞かせください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 ＩＣＴ化につきまして、訪問調査活動などにおける必要な情報の閲覧や訪問記録の作成など

業務効率化を図るために、タブレットの端末導入を検討いたしましたけれども、令和４年度予

算を認めていただいた後に国庫補助協議を行いましたところ、多数の自治体から協議があった

とのことで、本市が保護対象として選ばれることができませんでした。そのため、市費で実施

することも検討したんですけれども、令和７年度、間もなくですね、住民情報系システムの標

準化で、システムのほうの大きな刷新が控えているということがございますので、現時点での



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－14－ 

市費での実施を見送り、今後、その住民情報系システム標準化に合わせて、ＩＣＴ化を行うこ

とを検討している状況でございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） 理解いたしました。 

 続いて、令和４年度新規の生活保護におけます日本国籍者と外国国籍者、それぞれの生活保

護相談件数、申請件数、受給に至った件数を伺えればと思います。また、受給に至らなかった

場合は、その主な理由についても伺えればと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 令和４年度、生活保護における相談件数、申請件数、開始の決定件数、受給に至った件数で

すけれども、まず相談件数は延べで4,963件、申請に至った件数が3,577件、そのうち開始決定、

保護受給開始となった件数は3,067件でございますが、日本国籍者と外国籍ということでの御

質問ではあったんですけれども、申し訳ございません、国籍ごとの統計を取っていないので、

今申し上げたのは日本国籍、外国籍合わせた合計の数字ということになってしまいます。 

 それから、受給に至らなかった理由ということですけれども、申請いただいた方については

資産状況の調査を行いますので、その資産があった、あるいは生活保護の基準以上の収入があ

った場合に申請が却下されます。 

 また、申請をした後に所在が分からなくなってしまう方というのも時々いらっしゃいまして、

そういう場合は保護を決定することができないので、受給には至らないということになってご

ざいます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。ただいま私がいたしました質問については、

万が一、相談者の国籍によって、例えば、外国籍の方のほうが逆に優位になり得るというよう

なことがあってはならないと思い、御確認までに伺いました。ただ、そういったことはなく、

あくまで相談者の状況を見て、資産状況などから御判断をされているというふうに解釈をいた

しますので、過分な心配であったかと思います。 

 また、頼るべき親族がいないか、いても何らかの事情により頼ることができない、そして本

人が努力をしても、自力で最低限必要な収入を得られないという深刻な状況にある方が、窓口

で簡単にあしらわれてしまうということがないかどうか懸念しておりましたが、こちらについ

てもきちんと御対応いただけていると理解したいところであります。 

 次に、１年を超えて受給する方など長期受給の方の人数、その方たちがなぜ長期受給になっ

ているのか、考えられる状況についてお聞かせください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 １年を超えてという御質問ですけれども、受給期間ごとに統計を取っておりませんので、申

し訳ございません、１年以上の方が何人という部分は、我々も承知できないんですけれども、

長期に至る理由につきましては、今現在、本市で生活保護を受けている方、過半数の方が65歳
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以上の方で、年金等が十分ではないということで、生活保護を受けられている方が多いという

こと、それから精神疾患等によりまして、長期の療養を要するために保護脱却に時間がかかる

というような方もいらっしゃいます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。こちらにつきましては、就労に可能な努力を

怠って、ただ安穏と受給に甘んじてしまう方が生じるという状況は避けるべきで、ケースワー

カーの方お一人が80人ですとか、場合によっては100人近い人数の方を見ておられる中で、ど

こまで観察と指導が行き届くかというのを考えると、非常に難しいところもあると思います。

これは、そういった特殊な精神疾患がおありですとか、体に何か不調がおありで働けないとい

う方を除いての話でございます。 

 これらの勤労が可能と思われて、なおかつ受給を続けている方がいらっしゃるとしたら、今

後の方向性について、お考えはいかがでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 生活保護受給者の方の就労の可能性につきましては、確かに御指摘のようにケースワーカー

は多くのケースを抱えておりますけれども、その中でも一人一人について病状の把握を行った

上で、就労の可能性の検討を行ってございます。その上で就労可能と判断した場合には、就労

支援事業という、民間の事業者ですけれども、人材派遣等を行っている会社と協力しまして、

就労に結びつくように指導を行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） 就労支援というふうに機能しているというのは承知しておりますが、

そのほかに、例えば子育て中の子供がいる保護世帯に向けては、世帯学習によって親自身が、

保護者自身が生活の在り方の改善へつながっていくものとも考えます。世帯学習の効果という

のを十分に得るためには、学習を施す側の人的資源の拡充と、学習機会の増加というのも必要

と思われますが、就労支援と併せてそのあたりはいかがでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 小さなお子さんがいらっしゃるような世帯の場合には、まず保育所にお子さんを預けられる

ように、受給者の方とケースワーカーが協力しまして、子供の部署のほうに相談をしておりま

す。その上で、世帯の学習ということですけれども、ケースワーカーは自立に向けた生活全般

の相談に乗るということも業務として行っておりますので、その中で対応させていただいてお

ります。 

 なお、世帯としての学習というか、中学生のお子さんなどがいらっしゃる場合、学習・生活

支援事業というものもやってございますけれども、それ以外で世帯全体の学習というのは、今

のところ制度として行ってはいないんですけれども、先ほど申し上げたように、ケースワーカ

ーが生活全般に向けて相談に乗っているということでございます。 

 以上でございます。 
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○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。今伺った就労の支援、また保護世帯学習につ

きましては、お子様が中心ということは承知いたしましたが、一人でも多くの方が本当に困窮

しているときには確実に受給ができて、働ける状況になられたときには、早期に自立へ踏み出

していただけるように願っております。 

 次の質問でございます。 

 成果説明の111ページになるかと思います。妊娠・出産包括支援に関してでございます。 

 妊娠期の方へのメンタルケアというのに関しまして、例えば本市として母子健康包括支援相

談センターがあり、県としても妊娠出産ＳＯＳ相談の取組がありますが、その二つのすみ分け

といいますか、そういったものがお伺いできればと思いますのと、また川崎市にあるようなＳ

ＯＳ相談スキームのようなものと同等の機能があるかどうかというのをお伺いできればと思い

ます。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課でございます。 

 まず、母子健康包括支援センターと妊娠相談のすみ分けということですけれども、母子健康

包括支援センターのほうは、妊娠届出にいらっしゃる方を対象とした妊娠、出産、子育てに関

する相談窓口でございます。 

 にんしんＳＯＳ相談のほうは、望まない妊娠等を、妊娠したことで困った状況になられた方

の相談窓口ということで、匿名性を持っていたり、そういう相談窓口でございます。 

 あと、川崎市と同等の相談窓口かということなんですけれども、千葉県の実施しております

にんしんＳＯＳ相談は、民間の相談支援機関に委託しています。相談体制としては電話、メー

ル、あとＷｉ－Ｆｉによる無料電話相談にも対応しておりまして、あと相談員は助産師に加え

て看護師、保健師、社会福祉士等が対応しております。また、こちらの千葉市の母子健康包括

支援センターとも連携をしておりまして、必要に応じて支援が必要な方を両方で支援するとい

うような方法を取っております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。 

 すみ分けにつきましては、私自身不勉強なところがあり、おわび申し上げます。よく分かり

ました。 

 妊娠期の女性というのは、例えば病院で診察を受ける際なども、担当医との相性が悪かった

りしますと、通院でさえも大きなストレスとなり得ることがあると聞きます。そのような部分

も含めて、あらゆる心的負担を取りほぐせる存在というのが非常になってくると思いますが、

今後の取組強化についてはいかがでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 妊娠期からの相談窓口を母子健康包括支援センターで実施しておりますけれども、相談員の、

ここにも書いてあります拡充をしてきまして、妊娠期でも妊娠届出のところでは全数面接をし

て、その方の相談に対応しておりますが、その後、出産までの間にもう一回、妊娠後期面接と
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いうのを全数に実施するように、相談員を配置しているところですので、そこで改めてわざわ

ざこちらから困り事についても把握をして、それぞれに対応した相談支援を実施しているとこ

ろです。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。 

 私自身は子供はおりませんが、妊娠や出産の時期には女性というのは通常では考えられない

ストレスを、望んでいた妊娠だとしても、望まない妊娠だとしても、非常に心的負担がかかる

と聞き知っております。こちらのスキームとして、一層機能されることを期待しております。 

 次の質問にまいります。 

 成果説明書121ページになります。動物愛護に関してでございます。 

 本市は、殺処分ゼロを８年間キープされていると聞いています。飼い主のいない猫の不妊去

勢手術実施数も367件と数が拡充され、評価できるところでございます。一方、動物保護指導

センターの機能強化としては、一層の人員拡充も期待したいところでございます。 

 近年、活動に尽力するボランティアの方の疲弊、高齢化というのが心配され、犬猫の市民等

への円滑な譲渡を進める上でも、今後考えられる策というのはいかがでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 まず、人員の拡充、こちらでございますが、今後、現在新たなセンターの再整備に取り組ん

でいるところでございますが、そういった業務量の増加なども見込まれますことから、その業

務量を精査した上で、必要となる人員の確保について全庁的な調整を図りながら検討してまい

ります。 

 また、動物の譲渡推進についての今後の方策、取組についてでございますが、昨年の11月に

イオンペット株式会社と千葉市において締結をいたしました動物保護指導センターの収容犬猫

の譲渡協力等に関する協定を契機とした民間との連携の一層の拡大、それから猫の習性等に合

わせた動物福祉の向上と、人間の日常生活に近い空間や環境で人とともに過ごさせることで人

間に慣れさせ、譲渡の推進を図ることを目的といたしまして、今年の７月に動物保護指導セン

ター内で使用を開始いたしました猫の順化部屋、こういったものの活用、またセンターに長期

間収容されています犬が数頭いますが、犬の専門家による順化トレーニング、こういったもの

も継続しつつ、ほかの方策につきましても、引き続き検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。 

 これは私の意見として申し上げますけれども、例えばなんですが、そのイオンペット様と協

定を結ばれて取組を始められているというのは大変ありがたいことで、高く評価申し上げると

ころと存じます。また、ボランティア様に対しては、完全なる無償というのではなく、例えば

実費の一部負担であるとか、何らかの形でボランティア様の存在を存続できるように、支援策

というのを取組をお考えいただけたら幸いと思います。 

 また、動物愛護に関わる人材というところで、専門医となる獣医師に限らず、いま一度、こ

れは例えばですが、動物看護師やトリマーを目指す学校の生徒さんや、実際に営業されている
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店舗や動物病院様などからも一層の周知をして、人的なお力添えをいただけないものかと思う

ところであります。こちらにつきましては、引き続き殺処分ゼロというのをキープし続けられ

る市でありますことを願っております。ありがとうございます。 

 続いて、四つ目の質問に入ります。こちらは、成果説明書110ページです。 

 高齢者などフレイルが疑われる方に対する保健指導や、通いの場への積極的関与などを進め

るということに関しまして、令和４年度、まず若葉区、花見川区に医療専門職の方を３名ずつ

配置されたということですが、その手応えはいかがでしたでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 健康推進課です。 

 フレイルが疑われる高齢者に対し行っております保健指導につきましては、通いの場ですと

か、医療機関など、その方の状況に合わせて、必要な支援につなぐというような形で、きめ細

やかな支援に努めています。 

 また、通いの場で積極的な関与として、医療専門職がフレイル予防のための栄養や歯科口腔

などの教育、また問診、血圧、握力の測定など、そういったことをさせていただいております。 

 そういったことで、健康づくりにあまり関心のない方、そういった方々に、ぜひ興味を持っ

ていただけるように工夫しております。 

 アンケートの結果、本日聞いた内容をグループ活動に役立てていきたいよとお答えいただい

た方が９割、自宅で実施したいということで御回答いただいた方が８割いらっしゃいまして、

フレイル予防につながっているかなというふうには感じております。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） ありがとうございます。よく分かりました。 

 そうしましたら、若葉区、花見川区以外の区についての御予定も伺えればと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 令和５年度に稲毛区と美浜区で実施しておりまして、来年度は中央区、緑区

で、こちらのほうの事業を実施していく予定となっております。 

○主査（小坂さとみ君） 岡崎委員。 

○委員（岡崎純子君） 分かりました。 

 認知症というのは、至ってしまう手前が長い期間を要するというふうに聞き知っております。

私自身、親族が今思えばフレイルの状態だったのではと思う時期がございました。そのタイミ

ングで、認知症に至ってしまう手前で食い止められる、本人が興味を持つ場がある、本人の話

を聞いてくれる人が一人でもいるというのが、行くべき場所があるというのが、何よりも生き

がいになって、本人が認知症に陥らない健康を維持できるという重要な鍵となると思いますの

で、引き続きの拡充、成果が出ますことを期待しております。 

 ありがとうございます。私の質問は以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 一問一答です。 

 初めに、今回あまたある事業の中で、いわゆるこの決算の中で、不用額と予算執行率が低い

事業、３事業お示しをいただきたいということと、その要因と課題についてもお聞かせいただ

けますか。 
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○主査（小坂さとみ君） 保健福祉総務課長。 

○保健福祉総務課長 保健福祉総務課でございます。 

 一般会計におきまして、不用額と予算執行率が低い３事業でございますけれども、まず非課

税世帯等の臨時特別給付金事業、こちらが予算執行率36.8％となっております。次に、救急医

療確保対策事業で予算執行率が66.5％、三つ目、価格高騰緊急支援給付金事業で予算執行率は

77.9％となっております。 

 いずれの事業も、実績が当初想定した見込みを下回ったことによるものでございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 非課税世帯の臨時特別交付金、30％台だということでありました。 

 当初の見込んでいた数に至らない部分というのが、周知に課題があったのか、その辺の今後

改善に向けた、今後、物価高騰の非常に影響が出てくると思いますので、同事業が展開される

可能性もあろうかと思いますので、それの改善に向けた考え方をお聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課担当課長。 

○保護課担当課長 保護課でございます。 

 今、答弁申し上げた両給付金の関係でございますけれども、確かに予算執行率におきまして

は低い率となってございました。 

 その要因としましては、非課税世帯等臨時特別給付金、こちらは令和３年度に補正予算で予

算化させていただいたものでございますけれども、事業は令和４年度に繰り越して２年間で実

施をいたしました。最終的にこの事業全体の執行率といたしましては、68.9％という状況にな

ってございました。 

 それから、当初見込みより実績が下回った要因といたしましては、この非課税世帯という数

字が、もともと市として把握しておらなかったことから、国が示しました参考の概算での算出

根拠、これを参考としまして対象世帯数を見込んだところでございましたけれども、実際には

約３分の２ぐらいの数字と、非課税世帯に関しましてなったことから、全体の執行率は下がっ

たという状況になってございます。 

 今後こういったもともと母数として把握していない対象世帯を見込むに当たっては、一定の

差が生じてしまう可能性はございますけれども、もし今後こういった非課税世帯を対象とした

事業を実施するに当たっては、今回実施した数字が一つの目安となりますので、ここまでの乖

離とならないことが考えられると思っております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 適切に必要な方に情報を届けながら、必要な方にしっかり届けていく

というスタンスで、ぜひ工夫していただきたいと思います。 

 続いて、生活保護なんですが、先ほども少し議論がありましたが、今回、就労支援員18人配

置ということでありました。その令和４年度の効果、あとこれ自体に要するにノルマだとか、

目標値みたいな設定が課されているのか、お聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 
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 令和４年度就労支援事業の効果ですけれども、この事業において就労を開始しました人数が

1,032人、生活保護廃止となった世帯が89世帯となっております。 

 また、この就労支援事業に当たってノルマということですが、ノルマの設定はございません。

ただ、受託事業者に対するインセンティブという意味合いがあります就労者数や生活保護廃止

数、目標を上回ったかどうかによって、契約金額に加算があるという契約となっております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） インセンティブがあるということで、そこに対する動きが出てくるの

かなと思うんですが、先般、稲毛区でいわゆる生活保護の居住提供されている事業者から、就

労支援のこのやり取りのアプローチの中で、市とやり取りしている中で自殺されたなんていう

ことで御相談が我々の元にありました。 

 いろんな要は、先ほどもありましたけれども、精神障害があったりだとか、対人のコミュニ

ケーションの難しさがあったりだとか、もちろん就労したいけれどもできないという方も当然

いらっしゃる中で、だから市の設定の中で、今後受注していきたいという中で、いろいろプレ

ッシャーになって、強度なこの働きかけがされているということがちょっと懸念されるんです

が、その辺、適切な相談支援に向けた対応が必要かなと思いますが、見解をいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 今お話しいただきました稲毛区の受給者の方、就労支援によって自殺されたという話は、私

どものほうにも施設長さんから情報が入ってまいりまして、調査を行ったんですけれども、そ

の方については就労支援事業の対象として上げられていなかったということなので、就労支援

が原因ではないと考えておりますけれども、お話にありますように、個人個人様々な状況です

とか、事情があることはもちろん十分承知の上で、適切な指導については、今後も努めてまい

りたいと思います。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 就労支援員なのか、要するにケースワーカーなのか、それは分からな

いわけであって、だから本当にケースワーカー含めて、今だから受け持ちしている数が非常に

多いと。なかなか手が回らないという部分もある中で、やはりケースワーカーの増員も含めて、

適切な対応をぜひお願いをしたいというふうに思います。 

 続いて、それに関連して、今年は特に酷暑、連日の暑さが続く日々が続いていました。生活

保護世帯だとか困窮世帯、エアコンがなくて、また買い換えられなくてという御相談も幾つか

あります。 

 令和４年度、今年にかけて、いわゆる熱中症で搬送されただとか、生活保護者でそういう状

態だった状況というのはどれぐらいあったのか、お聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 お話のありましたエアコンですけれども、生活保護では決まりの中で生活保護開始時、また

は長期入院後など一定の条件を満たす場合に、設備費用を支給することができるということで、
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その条件を満たせないような場合につきましては、社会福祉協議会の生活福祉資金の貸付けな

ど手伝うことによって、適切に熱中症予防ができるように支援しているところではございます

けれども、御質問の救急搬送の件数、こちらが区のほうから定期的にもらっている報告項目の

中に含まれておりませんので、これから調査を行いまして、後ほど御報告したいと思います。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 本当にこの暑さが今後も続いていくんじゃないかと思うと、非常に心

配なわけでありまして、我々が消防局にちょっと情報照会したら、８月は203人、熱中症で搬

送されていて、うちエアコンがない人が４人いたって、こういう情報が出ています。これちゃ

んとまた所管も確認して調査していただいて、まずそういう状況調査を所管がやっぱりちゃん

と持ってもらわないと、問題意識すら持てないということになろうかと思いますので。 

 流山市は、新たに生活保護者と、あるいは生活困窮世帯も含めたエアコンの買換えだとか助

成４万5,000円というのをスタートしています。これ、我が千葉市もぜひ、これ、局長に伺い

たいんですけれども、いわゆる国の臨時創生交付金を使って、この手の要するに家電買換えの

部分と、生活困窮者の命と安全を守るという部分をうまくミックスさせながら事業展開させる

というのも、一つのやり方だと思うんですよ。これ、以前、私もこの委員会でも何度もやって

いる話なんで、なかなか事業展開がなされてこないという面では、他都市をしっかり見ていた

だいて、そういう国の交付金も使えるわけですから、そういう検討が必要じゃないかと思いま

すが、いかがですかね。 

○主査（小坂さとみ君） 保健福祉局長。 

○保健福祉局長 おっしゃるとおり、いろんな観点からの施策の検討が必要だと思っておりま

す。 

 流山市の事業は、省エネ家電製品への買換えというのも併せて、流山市として工夫して実行

した事業だと承知しております。詳細までは分からないんですけれども、千葉市としても国の

活用できるような資金がありましたら、いろいろな他部局とも連携して取り組みたいとは思っ

ております。 

 エアコンについては、先ほど課長が申し上げたような対応をしておりますので、今後もいろ

んな情報のアンテナは高く持っていたいと思っております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 物価高騰の交付金というのは、多分今後も国から秋口の補正予算、あ

るいは来年の当初予算でも一定の額が下りてくるんじゃないかなと思うんです。だから、そう

いう部分もちょっと検討していただきながら、本当にエアコンを買えなくて、熱中症で搬送さ

れるとか、そういう事態というのは、やっぱり１件でも減らしていただきたいなというふうに

思います。 

 続いて、先ほどもちょっと議論ありましたフレイル対策についてちょっとお伺いをしたいと

思います。 

 先ほど各区に広げていく流れというのはちょっとお聞きしたので、私としましては積極的な

対策として、例えば神戸市なんかは薬局だとか、集団検診でフレイルチェックなんかを実施し
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ていくという展開もしていますけれども、そういうより広い場所で、市もフレイルのチェック

をしていくような取組が必要じゃないかと思うのはどうかという点が１点と、また昨今やっぱ

りＩＣＴの動きも広がっていまして、例えばモニターだとか、そこに映った、動いて、そうい

うフレイルの状況だとか、あるいはそういう環境を改善していけるような取組というのが今増

えていますので、例えば各保健福祉センターに配備して、気軽に利用できるような環境を整え

ていくというのは一つのアプローチかなと思いますが、その辺の見解についてお聞かせいただ

けますか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 健康推進課です。 

 広くフレイルをチェックする取組といたしましては、検診結果から健康課題のある高齢者の

方に対して、フレイル予防のための健康づくり、またそれと学べる場についての情報提供など

を行っております。 

 また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の中では、高齢者が趣味などの活動を行

っています通いの場のほうに医療専門職が伺いまして、フレイル予防に係ります健康教育や問

診のほか、血圧や握力の計測など、様々な角度から高齢者の状況把握を行うことで、フレイル

が疑われる高齢者の発見にも努めておるところです。 

 フレイル予防につきましては、全国の自治体でやはり課題と認識していまして、いろいろな

施策を展開しています。他自治体の好事例などを参考に、本市に合った施策のほうを展開して

いきたいと考えております。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） シニアリーダー体操だとかいろいろ取組もしている中で、ちょっと地

元から聞くに、講師のレベルがかなり違うんだという話を聞いていて、だからその認定してい

るというか、その部分もあるんだろうけれども、そこはだからある意味ＩＣＴでも補える部分

があるのかなという部分も一つ重要な視点になってくるかなと思いますので、検討をお願いし

たいと思います。 

 続いて、不妊の不育対策でありますが、これいわゆる令和４年度保険適用になって、助成事

業が廃止されているわけですが、令和３年1,900件、令和４年には400件。決算額から今年度予

算までの推移についてどうなっているのかということと、いわゆる保険適用外で、先進医療で

高額な医療がありますよね。そういう部分に対して支援をみたいなこういう相談というのは、

どれぐらい入っているのかなということについてもお聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 特定不妊治療費助成事業についての令和３年度の決算額が４億2,297万6,000円です。令和４

年度の決算額は8,165万4,000円、令和５年度の予算は154万6,000円となっております。 

 これは令和４年度から特定不妊治療が保険適用になったことから、令和４年度以降はこの治

療費助成事業を廃止しておりますけれども、令和３年度に治療を開始して、まだ令和４年度に

またがる治療についてのみ費用助成の対象としておりますので、このような決算額になってお

ります。 

 あと、不妊専門相談における先進医療への相談件数ですけれども、数値としては捉えており
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ませんが、感覚的なもので申し訳ございませんが、七、八件というふうに感じております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 令和３年度４億円ぐらいの執行している中で、令和５年度では150万

円ですか、だからかなりの高額があれなわけで、ただ地方で私どもに寄せられている中で、い

わゆるタクロリムス投与療法だとか、いろんなとにかく先進的なまた医療の中で、でもそれは

適用外だということで自己負担になると、これが高額なんだということであります。 

 ぜひ、この特定不妊治療の、市として、東京都がやっているようなある意味枠組みでもいい

のかなと思いますが、そういう先進の部分も枠を広げていくような取組が必要じゃないかなと

思いますが、いかがですか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 不妊治療につきましては、おっしゃられるとおり、令和４年度に保険適用となって、先進医

療についても、国においては効果とか、安全性とかが確認され次第、順次、保険適用に変えて

きております。このように不妊治療については様々な研究が行われて、新たな治療法が開発さ

れる状況があって、保険適用外の費用助成を望む声もあることから、支援の拡充については、

国の動向等を見ながら検討する必要もあるかなというふうに思っております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 続いて、新型コロナの対策についてちょっとお聞かせいただきたいと

思います。 

 ５月の５類移行から定点観測になって、いわゆる第８波のピーク、あの表を見ますと、大体

同等なのかなと思いますが、実際問題、感染者数の推移が今どういう位置づけになっているの

かということと、いわゆる各種、エリスというのが今出てきている。あれ、今、市のほうでの

動向というのはどうなっているのか、お聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 医療政策課です。 

 新型コロナウイルスの定点当たりの患者報告数ですけれども、第８波のピーク時、昨年の12

月から今年の１月にかけてですが、定点当たりにならしますと約27人でございました。５類移

行の今年の５月は、約３人まで減りましたけれども、直近、先々週の報告数になりますけれど

も、約27人ということで、第８波のピーク時と同程度という状況になってございます。 

 また、本市のゲノム解析では、ＥＧ・５系統、いわゆるエリスの割合は、５月が10％、６月

が9.5％、７月が20％、８月が20.7％と、増加傾向になっております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） そういう同等な感染ピークというか、流れが出てきている中で、感染

症相談センターの件数の推移というのと、あと救急の受入金の支給件数の推移なんていうのは

今どうなっているのか、お聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 
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○医療政策課健康危機管理担当課長 医療政策課です。 

 新型コロナウイルスの感染症相談センターでの１日当たりの平均の相談件数が、５月が35件、

６月が39件、７月が60件、８月が86件という状況でございます。 

 また、救急搬送の受入れ支援金の支給件数ですけれども、制度を開始した５月が42件、６月

が79件、７月が139件、８月が249件となっております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） いずれにしても、増えている傾向が、感染等受入金、救急のほうも増

えているという状況であります。 

 まさに今インフルエンザなんかも同時流行しながら、非常に市民生活、ちょっと影響が出て

いるかなというふうに思いますが、やはり適切に発熱センターに相談したときに、例えばどこ

を案内してくれるとか、そういう情報もやっぱり引き続き提供が必要な局面かなというふうに

思うわけでありまして、ぜひ９月末以降のコロナの感染症センター、あるいは救急の受入金も

継続が必要なんだろうというふうに思いますが、その見解と、また今後どれぐらいまたこのピ

ークが、今27人と言ったけれども、行ったら感染対策を市として強化しようという、そういう

考え方になるのか、お聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 医療政策課です。 

 まず、感染症相談センターにつきましては、10月以降も発熱患者等の方が相談できる環境を

整えることは重要であると考えておりまして、国の動向などを踏まえて、適切に対応してまい

りたいと考えております。 

 また、新型コロナウイルスの５類移行後については、多くの医療機関でコロナ患者を受け入

れるようになったことから、できるだけ早く通常の医療体制に戻すことが重要であると考えて

おります。そのため、５類移行に伴う経過措置として創設した救急搬送受入れ支援金等につい

ては、予定どおり今月末をもって終了したいと考えております。 

 また、今後の感染対策の強化についてですけれども、オミクロン株とは大きく病原性が異な

る変異株が出現したような場合については、新型コロナウイルスの法律上の位置づけの変更に

合わせて、国の動向を注視しつつ、感染対策の強化について検討してまいります。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 10月以降も相談センターを適切に開所するということでよろしいのか

ということと、あと今同時に今インフルエンザが、感染動向がどうなっていて、やっぱり同時

流行して学校現場で学級閉鎖が増えているという状況があります。ですから、以前やっていた

助成の、インフルエンザワクチンの助成なんかをまたしっかり対応していく必要があろうと思

いますが、その辺の考え方についてお聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 感染症のコロナの相談センターにつきましては、つい先

日、国のほうから、10月以降も支援が継続されるという方針が出されましたので、基本的には

継続する方向で取り組んでまいりたいというふうに考えております。 
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 また、インフルエンザにつきましては、御承知のとおり、感染者数が増えている傾向にあり

まして、インフルエンザもコロナと同様に、定点の医療機関から報告を上げていただいており

ますけれども、先々週の数字が9.71ということで、その前の週が5.39でしたので、やはり感染

が拡大しているような状況でございます。 

 インフルエンザのワクチン接種につきましては、10月以降、高齢者を対象とした助成事業を

今年も行いますけれども、基本的にはインフルエンザについては重症化のリスクが高い高齢者

に対する支援ということで、継続していきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 結構、子育て世帯の方は、学校ではやっているから、要するに２人、

３人、４人と子育てされていたら、やっぱりみんな打ちに行かなければいけないって、結構な

額になるんだという御相談。だから、そこをちょっともう少し頑張ってほしいなという気がし

ておりますので、対象拡大について検討していただきたいと思います。 

 続いて、ちょっと時間もあれなんすけれども、動物愛護について、ちょっと伺いたいと思い

ます。 

 今回の決算の中でも、猫の不妊去勢手術実施というのが367ということでありました。これ

については、いわゆる応募をしてやっているわけなんですけれども、この応募倍率というのが

どうだったのかということと、基本的には殺処分ゼロなんでしょうけれども、いわゆる病的に

致死させるというか、そういう数も出てくるんだろうと思いますが、そういう部分を含めた殺

処分数、あと収容を求める相談の件数についてお聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 動物保護指導センター所長。 

○動物保護指導センター所長 動物保護指導センターでございます。 

 まず初めに、飼い主のいない猫の不妊去勢手術事業に係る昨年度の応募倍率についてですが、

年間360頭の募集に対しまして、申込頭数が783頭でございました。全体の倍率といたしまして

は、約2.2倍となっております。 

 次に、昨年度の病死などによる致死処分の数でございますが、犬につきましてはゼロ頭、猫

につきましては39頭となっております。 

 なお、猫の収容を求める相談件数につきましては、交通事故などにより負傷し、自活が極め

て困難であるなど、最終的に収容につながる相談に加えまして、野良猫の排除や自活可能な猫

の捕獲など、収容の対象とならず、お断りをしているケースが大多数を占めていることもござ

いまして、件数については把握集計してございません。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） かなり倍率もやっぱり改めて聞くと高いなと。だから、ニーズに十分

に応えられているかと言われれば、改善の余地があるんだろうというふうに思いますし、やっ

ぱり自活可能な猫なんか、結構、相談してもなかなか受け入れてもらえないという市民の皆さ

んの声もあるので、その辺の対応は必要なんだろうというふうに思うんですが、そういう意味

では、これまで議会でも取り上げてきた動物福祉の環境の向上という面では、市のセンターの

収容環境の改善の取組、順化部屋だとか、いろいろやってきていただいていると思いますが、
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それについてどうかということと、それに伴って要するに最大頭数というのが、受入れのキャ

パシティーというのがどう変わってきているのか、お聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 動物保護指導センター所長。 

○動物保護指導センター所長 動物保護指導センターでございます。 

 猫の収容環境の改善に係る取組についてでございますが、動物の収容環境の改善など、セン

ターの業務量が増加していることを踏まえ、昨年度、獣医師職員を１人増員したほか、センタ

ーで行う手術や収容動物の健康管理の補助などを目的に、動物看護の知識を持つ会計年度職員

を１人、令和３年度から引き続き配置しております。 

 また、センターにおける手術や治療の効率化を図るため、昨年度、電気メス等の医療機器を

購入いたしました。加えて、今年度の取組といたしまして、センターでは対応が困難な傷病を

負った収容動物の治療につきまして、千葉市獣医師会へ委託を行っているほか、センターに収

容された猫の譲渡の推進と、収容期間の短縮、猫を人に慣れさせることを目的といたしまして、

猫の順化部屋をセンターの１階玄関ホールの一部を改修しまして整備し、７月から使用を開始

しております。 

 次に、センターにおける犬猫の収容頭数の規模についてですが、収容される犬猫の状態や状

況によっても変動はいたしますが、おおむね犬30頭、猫30頭となっております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 先般、市のほうには、今年これだけの暑さの中でありましたので、市

民団体の皆さんと、犬だとか、猫が外飼いされている状況で、非常に心配だというお声を届け

まして、何とか改善を周知してくれということで、要望させていただいたわけなんですけれど

も、今後こういう酷暑というのはさらに続いていく部分があって、特に高齢者の皆さんなんか

は、なかなか適正飼養の情報が十分に行き渡っていない部分があるなと。だから、ここに対し

てしっかりとした周知の啓発が必要だと思いますが、どのように取り組むのか、お聞かせいた

だけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 まず、猫につきましては、国のほうも屋内飼育を推奨しておりますことから、季節を問わず

引き続きその周知に努めてまいります。 

 また、犬につきましては、その犬種、それから体格、性格、それから室内での事故発生のリ

スクの観点から、必ずしも屋内飼育は適切ではないという意見も一部にございますが、このよ

うな状況や要望などを踏まえまして、動物福祉の観点から、屋外で犬を飼育する場合の注意点

や、夏の日中の散歩ですね、こちらについては控えていただきますよう、引き続き市ホームペ

ージなどで周知していくとともに、例年６月は動物の正しい飼い方推進月間、こちらございま

すが、こういったものに合わせた効果的な周知啓発方法についても、検討してまいります。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） ありがとうございます。６月のその部分で新たな周知を検討していき

たいということでありました。 
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 ぜひ、以前申し上げたんですけれども、中学１年生に配架している教育委員会の適正飼養の

取組で、例えばこういう問題も含めて、さらに子供さんたちへも命の大切さ含めて、連携して

取り組んでいただきたいということを申し上げておきたいというように思います。 

 また、今回、中にありましたけれども、動物のあり方懇談会ですか、いろんな団体さんだと

か、市民から要望内容が出ているかと思うんですけれども、今後の本市のセンターの建て替え

に当たって、どのような意見が上がっていて、今後どのように進めていく考え方なのか、お聞

かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 センターの再整備に係ります具体的な意見ということでございますが、まず動物取扱業者を

想定して、環境省が定めた基準省令というのがあるんですが、こちらを準拠、こちらに準拠す

るのは当たり前、当然のことといたしまして、もっと動物の生活が豊かになるようなことに配

慮した上で、例えば生活とトイレスペースを明確に区分するとともに、適切な温度、そして湿

度、こちらが維持できる空調設備を備えるなど、世界的な標準を参考とした施設にしていただ

きたいなどの意見がございました。 

 今後は全庁的な調整を図りながら、来年度以降に予定しておりますセンターの再整備基本構

想などに、こうやっていただきました意見を可能な範囲で反映させていきたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 私も動物の譲渡をしている、保護されているいろんなボランティアの

皆さんと交流をさせていただいているんですけれども、いわゆる多頭飼育が崩壊したときに、

一斉に何十頭って収容しなければいけないと。そのキャパシティーは基本的に民間のボランテ

ィアさんのところは限界があるんですよね。だから、今回新たに建て替えていこうという中で、

ある意味、市の建て替えだったらシェルター的な機能だとか、民間とも連携したこの収容頭数

の拡充だとか、新しい展開がこれどうしても必要なんだろうというふうに思いますので、その

辺の環境整備についての見解をお聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 新たなセンターの犬猫の収容能力、こちらにつきましては、まず基本の上限頭数、こちらに

つきましては設定させていただきつつ、今お話のありました多頭飼育崩壊事例や、大規模災害

などによります一時的な状況の変化にも対応可能な施設の設計とするほか、民間などとの連携

による、あくまでも補完的な取組、こういったものにつきましても検討してまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 本当に今ある意味、動物愛護法改正の中で、市の受入れの部分がどん

どん減っている。それがやっぱりボランティアというか、地域の皆さんにしわ寄せがいってい

るという側面があって、その中で要するに殺処分ゼロというのができているという側面もあり
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ますので、ぜひこのセンターの新たな建て替えの中で、いろんな民間との連携が、特に今言わ

れた災害もそうです。一気に何とかしなければいけないというときに、どうしたって民間では

無理がありますから、考えていただきたいなと思います。 

 もう一つは、先ほど冒頭で伺った、去勢手術367頭で2.2倍だという倍率になっているわけで

すけれども、やっぱり半分の人は結局できていないわけですね。その点で言うと、例えば私、

先日、さいたま市を視察したときには、これは地域の動物病院で、雄だったら4,000円だとか、

雌8,000円だとかと補助金を出して実施をしています。例えば、千葉市もこれハイブリッドで、

地域のそういう病院と連携しながら、地域でそういう去勢手術なんかも支援していけるような

取組を考えていく必要があるんじゃないかなと思いますが、それについていかがですか。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 地域のまず動物病院での手術、こちらに当たりましては、まず病院ごとに手術費用が異なる

こと、そしてボランティアの皆様の自己負担が生じる可能性が、こういった助成制度をやった

としても否定できないこと、また病院サイドといたしましても、感染症や寄生虫などをほかの

飼い主のいる動物に感染させてしまうリスク、こういったものがあるため、受入れを断るケー

スが多いと伺ってはおります。 

 こうした状況を踏まえまして、本市では手術にかかる自己負担のない、飼い主のいない猫の

不妊去勢手術事業を現在市獣医師会の御協力をいただきながら、センター１か所で行っている

ところでございまして、現時点、助成事業については考えておりませんが、これまでにボラン

ティアの皆様などからいただいた御意見、御要望なども踏まえまして、引き続き地域猫活動に

対する支援策の拡充、こういったものについて検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。残り８分ほどになっていますので、まとめてください。 

○委員（椛澤洋平君） 分かりました。 

 この手術のやり方、獣医師会との連携が欠かせませんので、その辺も協議をしていただきな

がら考えていただきたいんですけれども、あとは地域猫活動の地域で餌を上げたりだとか、あ

とケージを買ったりだとか、あるいは手術だとか医療費、これ非常にお金がかかっている。や

っぱり市が殺処分ゼロという銘打っている一方で、本当に身銭投げうって頑張っているボラン

ティアの皆さんに、私はやっぱりもう少し目を向けた双方向の支援が必要なんだろうというふ

うに思うんです。 

 だから、本市として、この新たな財政措置の支援についても検討していただきたいと思いま

すが、その辺の検討状況についてお聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 これまでも傷病などに伴いまして、治療を必要とする、また自活が困難である猫につきまし

ては、市民やボランティアの皆様などからの通報に基づきまして、センターに収容した上で治

療を行ってまいりました。 

 また、今年度からはセンターに飼養されております傷病動物の治療を市獣医師会の御協力の

下、委託することによりまして、ボランティアの皆様の負担軽減の一助になっているものと認
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識しており、直接的な支援事業については考えておりませんが、今後も引き続き飼い主がいな

い猫問題に取り組むに当たっての正しい地域猫活動の知識等を啓発していくとともに、こうし

た活動をする市民をサポートする団体等への支援策について検討してまいります。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） ぜひ、いろんなアプローチ、足立区でしたかね、いろんな地域活動の

支援をされている人たちにいろんな支援も具体的にされたりしていますし、ぜひその辺は研究

していただいて、そう決めつけないで、しっかり支援の枠を柔軟に考えていっていただくとい

うことが、やっぱり本当に人と動物が優しい千葉市をつくっていくということになると思うん

ですよね。ただボランティアの皆さんだけ頑張っていて、年金が尽きてもうできませんってな

ったら、これは大変なわけですから、しっかりと支援していただきたいと思います。 

 済みません、最後、時間がなくなりましたので、１点だけ伺います。 

 あんしんケアセンターについてちょっと伺って終わりたいと思いますが、緑区のセンターで

すね、これ各区世帯数について伺いたいのと、私の元には、要は鎌取の人口は多いんだけれど

も、一方でおゆみ野南から椎名崎だとか、古市場だとか、あの地域の皆さんというのは、要す

るに鎌取のイオンまで行くというのが非常に遠いということで、地域に分室みたいな形で、気

軽に相談に乗っていただける体制をつくっていただけないか。まさにあの地域は、やっぱり高

齢化しているわけであって、そういうちゃんとした、土気のほうは今、分所化しているわけだ

から、そういう検討を鎌取地域でも検討していただく必要があるんだろうと思いますが、その

点についてお聞かせいただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 地域包括ケア推進課長。 

○地域包括ケア推進課長 地域包括ケア推進課です。 

 緑区のセンター圏内の対象世帯数ですけれども、ちょっと世帯数の把握はできておりません

けれども、高齢者人口で申し上げさせていただきますと、今年度の６月30日時点の圏域の高齢

者数が、あんしんケアセンター鎌取圏域が１万989人、あんしんケアセンター誉田圏域が6,464

人、先ほど出張所があるとおっしゃっていただきましたあんしんケアセンター土気圏域が１万

3,697人と、あんしんケアセンター土気圏域が一番多くなり、鎌取圏域が２番というような形

となっております。 

 あと、あんしんケアセンター鎌取、おっしゃるように南北に大変長い圏域を持っておりまし

て、北側、平山町、東山科町、そして南は椎名崎、古市場、大金沢となっております。 

 センターがＪＲ鎌取駅前のショッピングセンター内にございますので、そういう意味では南

方面から遠方という御意見もいただいております。ただ、相談対応におきましては、電話相談

のほかに来所相談、そしてセンター職員が直接御自宅に伺う家庭訪問というアウトリーチの手

法も積極的に活用しておりますので、まずは遠方の方々につきましては、アウトリーチ活動と

いうことで、足を運ばなくても相談対応ができる体制を取らせていただいております。 

 また、出張所に関しましては、やはり効果的にどのように、どこに配置するのがいいのかと

いうのは、引き続き第９期の介護保険事業計画も含めまして、検討は進めていきたいとは思っ

ております。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 
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○委員（椛澤洋平君） 鎌取から椎名崎、あっちの椎名地域にかけて、非常に今の話だと、長

い、遠い、なかなかバスも少ないという中で、あそこまで行けというのも、非常に地域からは

身近なところでもっと相談したいねというお声が当然ありますので、今検討していくという話

ありましたので、土気のほうはそうやってやっているわけだから、鎌取だって人口区分を見れ

ば今後必要になってくるんだろうというふうに思いますので、適切な対応をぜひお願いをした

いということを申し上げて終わりたいと思います。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 休憩に入ります。 

 では、再開は13時からとさせていただきます。では、ここで一旦、御苦労さまでした。 

 

午前11時47分休憩 

 

午後０時56分開議 

 

○主査（小坂さとみ君） 休憩前に引き続き分科会を開きます。 

 御質問のある方、お願いいたします。野島委員。 

○委員（野島友介君） 一問一答です。 

 生活困窮者対策についてです。生活自立・仕事相談センターの相談件数なんですけれども、

新規の相談受付件数が令和３年度と比較して減少しているんですけれども、これは何か理由が

あるのか、お聞かせください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 生活自立・仕事相談センターの相談につきましては、新型コロナウイルス感染症対策として、

社会福祉協議会が行っておりました生活福祉資金の貸付けにおいて、自立相談支援事業等によ

る支援を受けることが要件とされたことから、令和２年度及び３年度に新規相談件数が急増し

たものです。 

 その後、同貸付けが令和４年度中に終了したこと及び雇用情勢の改善などにより、令和４年

度は新規相談の件数が減少したと考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 その下の住居確保給付金、こちらのほうも、やはり令和３年度と４年度で大分減っているよ

うな感じですけれども、なぜか、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 住居確保給付金ですけれども、令和２年度に支給の対象者が、それまでは離職者等となって

おりましたけれども、令和２年度に離職等と同程度の状態にあるというように拡大されました。

それにより、支給決定件数が急増いたしましたけれども、令和４年度に入りましてからは、先

ほどと同じように、社会経済情勢の改善などによりまして、申請件数が減少したというように
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考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） 生活保護の申請件数も、令和２年度から少しずつ減っているというよ

うなこともございました。 

 今、やっぱり物価高騰で市民生活を直撃しまして、困窮世帯というのは、何か増加している

なというふうに私は思っておりまして、この間、ちょっとお話を聞いた女性では、１か月の間、

千葉駅近くのネットカフェで寝泊まりしているというような女性からお話を伺いまして、その

方は、貯金を切り崩して来ていましたけれども、今の所持金は１万円しかないというふうにお

話しされていました。その方は、生活保護の申請には、やはり後ろめたさがあったと。家族に

も知られたくないということで、でも、このままではもう大変だから、早く申請に行こうとい

うようなこともお話しされておりました。やはり申請をためらうという方が、まだまだいると

いうような状況でございます。この間の親族などへの扶養照会というのは、やはり行わないほ

うがいいなというふうに感じました。 

 次の質問にいきます。 

 住居確保という観点からですけれども、現在の市の無料低額宿泊所というか、日常生活支援

住居施設、まず、この無料低額宿泊所の簡易個室や狭隘居室の解消状況はどうなっているか、

お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 現在、本市のほうで届出を受けております無料低額宿泊施設につきましては、全て条例に定

める床面積以上の居室を備えているところです。 

 ただし、条例施行前に開設されていた施設の中には、条例の本則の面積、7.43平方メートル

ではなく、経過措置として定められている4.95平方メートルの適用によって面積基準を満たし

ているものがございます。また、簡易個室につきましては、全ての無料低額宿泊施設で確認さ

れておりません。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） まだ狭隘なところが残っているということですが、この改修計画を出

しているというふうに思いますけれども、計画は全ての事業所から出ているんでしょうか、お

聞かせください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 経過措置による面積を満たしている施設につきましては、全て、今後の移設ですとか、改築

の際には、本則の面積を満たすように努めるということの計画を提出されております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） まず、簡易個室がなくなったということは、本当に御尽力いただきま

して、ありがとうございました。 
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 やはり一人一人が住む環境というのは、非常に重要だと思いますので、的確に指導しながら

進めていっていただきたいと思います。 

 次ですけれども、無料低額宿泊所から日常生活支援住居施設へ切り替わってきているとは思

いますけれども、日常生活支援住居施設は、現状として、増え続けている傾向があるのか、お

示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 日常生活支援住居施設につきましては、令和２年度に２件、令和３年度に４件、開設の届出

がなされておりますけれども、同じく令和４年度に１件が廃止となりまして、現在、５施設と

いう状態になっております。その後、令和４年度には開設の届出も受けておりませんので、増

え続けているという状況ではないと認識しております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） 日常生活支援住居施設に対して、指導等を行う状況、また、警察が介

入するなどの事案は発生しているか、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 条例及び国の通知に定める基準への適合状況などを確認するために、日常生活支援住居施設

への立入り調査などを行っているところです。また、警察が介入するといった事例については、

確認してございません。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） 無料低額宿泊所から、場合によっては、シェアハウスみたいなものに

形を変えているところもあるかと思うんですけれども、市として何か、現状、把握しているこ

とがあれば、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 無料低額宿泊施設の、いわゆる類似施設と言われるような施設があるという認識はあります

けれども、無料低額宿泊施設は、あくまで届出制でもあります。施設側の協力を得ないと、な

かなか実態の把握が進まないというところでございますので、今後も区の職員等からの情報収

集を含めて、情報を確認してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 生活困窮で、家賃滞納とかで住居を喪失した人というのは、まず、やっぱりネットカフェみ

たいな、24時間営業の店舗に移ることが予測されますが、そういった施設は閉鎖的な空間であ

りまして、経済的困窮により体力が落ちた人々の間で感染症リスクが高まる可能性もあります。 

 あと、無料低額宿泊所に入所されている方々から少しお話を聞きましたら、やはり施設での

暮らしは、長くはいたくないところというふうに、皆さん、口をそろえて言います。そのよう
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な思いをさせていいのかというところが、今、大変気になっているところでございます。 

 申請の権利を認めることを考えますと、本人の意思をしっかりと酌み取って、その意思を尊

重することではないかと思っております。生活が困難になった方への支援の在り方や、今後の

無料低額宿泊所をどのように利用していくのかが問われているのではないかというふうに思い

ます。人間らしい、健康で文化的な生活ができるよう、入居者の意見もきちんとお聞きして、

自立へつながるようにしていただければと思っております。 

 続きまして、地域包括ケアについて質問させていただきます。 

 そもそもの質問で申し訳ございませんけれども、あんしんケアセンターというもの、訪問

等々、先ほどから行っているというようなことですけれども、そもそもどんな支援が可能なの

かというところをお示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 地域包括ケア推進課長。 

○地域包括ケア推進課長 地域包括ケア推進課です。 

 あんしんケアセンターには、主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師等の専門職、いわゆ

る包括３職種を配置しております。相談者や相談内容に応じて、電話相談、来所相談、そして

家庭訪問など、いろいろな手法を用いまして相談支援を行っております。 

 また、介護や福祉に関する情報提供のほか、独り暮らしの方や、独り暮らしの高齢者や高齢

者世帯などの場合におきましては、介護保険の申請の手続の代行、そして、認定調査等の同席

のほか、実際のサービス利用につながるまで継続的に家庭訪問するなど、きめ細かな支援を行

っている状況です。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） 令和４年度の困難事例への助言の回数とか、その助言により解決した

件数というのは、どのようになっているのか、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 地域包括ケア推進課長。 

○地域包括ケア推進課長 地域包括ケア推進課です。 

 困難事例の助言回数や、助言により解決した件数については、把握しておりませんが、総合

相談の件数としては、11万4,000件となっております。 

 また、困難事例に対しては、センターの、先ほど申し上げました３職種の専門職が連携して、

チームアプローチにより支援を提供をしている状況です。また、事例によりましては、あんし

んケアセンターの声かけによりまして、民生委員、町内自治会、医療機関、あと介護サービス

事業所や、あと行政の保健福祉センターなどの地域の関係者、関係機関などが一堂に会して、

情報の共有、課題の共有、そして役割分担などをして、解決に進むという場合もあります。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） もし解決に至らなかった理由というものが何かあれば、何かが不足し

ていたとか、そういうもの、考えられる原因があれば、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 地域包括ケア推進課長。 

○地域包括ケア推進課長 不足していたと考えられる原因ですけれども、支援が難しい事例と

しましては、課題に対する当事者御本人の認識が不足していたり、キーパーソンである家族等
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の介護力の不足などが背景にある場合があります。その結果として、介入を拒否されたり、信

頼関係の構築が難しいような事例があります。 

 そのような場合につきましては、関係機関等と連携しながら、訪問とか相談を積み重ねて、

継続的に支援するというふうに取り組んでおります。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） やはり地域包括ケアシステムの中核である、あんしんケアセンターと

いうのは、本当に日々業務が増え続けているというふうに感じております。やはり基準配置職

員に加えて、令和４年度は３人増えておりますけれども、さらに人員を増やす必要があるなと

いうふうに思います。 

 次の質問にいきます。その下の認知症対応力向上研修についてですけれども、こちらの研修、

内容はどのようなもので、講師の方はどのような人がやっているのかというところをお示しく

ださい。 

○主査（小坂さとみ君） 在宅医療・介護連携支援センター所長。 

○在宅医療・介護連携支援センター所長 在宅医療・介護連携支援センターです。 

 認知症対応力向上研修につきましては、国の認知症施策推進大綱に基づきまして、国の実施

要綱に沿って、都道府県及び政令指定都市が実施する研修になっております。医療従事者の認

知症への対応力向上を目的としまして、認知症の基本知識、認知症ケアの基本、認知症の人の

意思決定支援などについて、実践的な内容を学べるものというふうになっています。 

 講師は、認知症の専門医ですとか、あと認知症看護の専門知識を有する看護師さんにお願い

をしておりますほか、市職員から認知症施策等についてお伝えをしているところでございます。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） その講師に対して説明の定義みたいなものは、何かありますでしょう

か、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 在宅医療・介護連携支援センター所長。 

○在宅医療・介護連携支援センター所長 在宅医療・介護連携支援センターです。 

 講師の方には、国が標準的テキストを作成しておりますので、そういったものを参考に、同

じく国がつくっておりますカリキュラムに沿った講演を組み立てていただいております。 

 以上になります。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） この研修後、どのようなことが現場で生かされているかというものを、

何かあればお示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 在宅医療・介護連携支援センター所長。 

○在宅医療・介護連携支援センター所長 在宅医療・介護連携支援センターです。 

 受講後のアンケートでは、認知症の専門医などから認知症の方への対応力を直接学べるとい

うことで、なおかつ、対象者としましては、医療専門職だけではなく、例えば、病院の事務職

の方とかも対象になっておりますので、認知症の方への対応に自信がついたといった意見を聞

いております。また、高齢の患者さんの変化に早期に気づいて、今後はあんしんケアセンター
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などの相談に早期につなげたいといった意見も上がっておりまして、実際に臨床現場で活用し

ていただいているものと期待をしています。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） 認知症につきましては、６月の通常国会で、共生社会の実現を推進す

るための認知症基本法というものが全会一致で成立いたしました。今後は自治体も、この基本

理念に基づいてどんな取組をするか、計画をつくることが今後求められると思います。切れ目

なく提供されるサービスというもの、この施策の一層の拡充を求めておきます。 

 続いて、ページは125です。介護人材の確保についてお伺いいたします。 

 ２番目の介護職員交流会というものですけれども、そもそも募集した人員はどれぐらいかと

いうことと、あと告知の方法というものがどんなものだったかというのをお示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 定員20名で募集いたしまして、13名の参加申込みがございました。 

 周知につきましては、市ホームページのほか、市内の施設系及び通所系の介護事業所に対し、

メールで参加者募集チラシのデータを送付するとともに、千葉市老人福祉施設協議会、千葉市

老人保健施設協議会、千葉市認知症高齢者グループホーム連絡会にも同じデータを提供し、会

員法人への周知を依頼いたしました。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 ここの数字を見ますと、20人募集で参加者が９人ということでしたけれども、これはちょっ

と少ないなというふうに感じますが、どのようにお考えでしょうか、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 参加申込者が13名と少なかった上に、当日の欠席が４名発生し、定員20名の半数以下となり

ました。欠席者の中には、急な業務対応で参加できなくなったとの御連絡をいただいた方もご

ざいまして、やむを得ない事情によるものであったと考えておりますが、今年度実施いたしま

す中堅職員向けキャリアアップ研修においては、定員を満たせるよう、市内介護事業所への周

知に努め、参加を促してまいります。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） そもそも10月11日というのが平日みたいなんですけれども、平日に開

催した理由というのは、何かあればお示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 こちらの研修につきましては、例年、平日に開催しておりまして、シフト勤務の方に配慮し、

早めに参加者募集を行ったところでございます。 

 以上でございます。 
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○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 このような交流会に参加したいという方は、結構私も話を聞くんですけれども、やはり経営

上ぎりぎりの人員なため、参加できないという話をよく聞きます。人員配置基準や職員不足に

より、職員を外部の研修会というものに出しにくくなっているように思っております。 

 またある程度モラルのある職員であればいいんですけれども、他の施設の話を聞いて、逆に、

人材の流動性を高めてしまうというような可能性もあるというようなお話を聞きました。 

 離職率を下げるために、交流会、研修、講習会というものは非常に重要ですけれども、何よ

りもやっぱり必要なのは、現場に立つ介護職員の不安軽減とか、また、中堅層以上の技能や介

護に対する自己の方針を伸ばす、そんな機会が大切であるなというふうに思っております。そ

ういう手だてができればいいなというふうに思います。そうしますと、現場で新人教育が全体

的に底上げできて、モチベーション向上というふうにつながっていくのではないかと思います。 

 あと、こういう交流会、研修会というのは、やはり上司の理解がなければ難しいというふう

に思っておりますので、法人の理事長や施設長とかへの啓発への働きかけというものをしてい

ただきたいと思います。 

 では、次の質問へいきます。 

 その４番目です。介護に関する入門的研修についてですけれども、49人の方が研修を修了し

ているということですけれども、その後の就労状況が分かれば、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 令和４年度の研修修了者のうち、追跡調査に御回答いただいた17名については、６名が介護

分野への就労を検討中との回答でございました。 

 なお、就労時期や具体的な事業所名については、伺っておりません。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） やはり入門的研修ということですけれども、そもそも、世間では、介

護職に対して事実よりもネガティブなイメージというものを持っている人が多くございます。

介護職の社会的な評価が、まだまだ低いなというふうに感じています。このネガティブなイメ

ージが、やはり介護業界への就職を遠ざけて、介護業界の慢性的な人手不足につながっている

んじゃないかなというふうに思います。 

 ほかにも、入門的研修とか講習会という学びの場がありましても、介護の現場と現実との乖

離がありまして、特に新人は、そこに入職してからがっかりするというようなお話もよく聞い

ております。だから、研修においても、いいことばかりを言っていても、結局は離職してしま

うというふうにつながっているのではないかなというふうに思っております。 

 それに加えて、やはり就業をためらう理由の一つに、給与水準が低いという業界だと思うか

らみたいな、やはりネガティブなイメージ、これに関しては、本当に事実と乖離していないの

ではないかというふうに私は思っております。介護職の待遇改善というものは、やはり引き続

き必要だなというようなことを思っております。 

 次の質問ですけれども、次の６番目です。五つの施設に介護ロボットの、済みません。７番
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です。ＩＣＴ導入費用を助成したというようなことですけれども、その内容というものが分か

れば、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 ベッドに設置してバイタルの計測や離床等の状況を遠隔で把握する見守り支援ロボットを導

入した施設が４施設、入浴支援ロボットを導入した施設が２施設、介護記録ソフトと連動した

ナースコールを導入した施設が２施設となっております。 

 なお、５施設のうち２施設においては、複数種類の介護ロボット・ＩＣＴを導入しておりま

す。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） ありがとうございます。 

 介護ロボットは、導入が必ずしも作業効率の向上や負担の軽減につながるわけではないのか

なというふうに感じております。 

 ある施設では、介護職が着脱しなければいけないタイプの介護ロボットの場合は、準備に時

間を取られたり、あと、着脱行為自体がストレスに感じるというような意見もありました。例

えば、車椅子からベッドに移りたいというふうな御利用者様がいる場合は、介護ロボットを使

用する場合には、装着するまでかなり、その御利用者様を待たせてしまうというようなことで

ございました。 

 あと、介護職の中には、やはり介護技術に自信があって、そんなものを使うメリットを感じ

ないという職員も多くいるというような状況です。また、実際に介護ロボットを導入する効果

というものは、導入前に判断することが難しいというところも、導入の妨げになっているので

はないかと思います。 

 そもそも、介護ロボットの導入目的は、介護職の負担を減らして、人手不足を解消すること

だとは思いますけれども、介護ロボットを導入するために、使用方法を教えたり、覚えたりす

る時間がかかる。そのために、やはり人手不足が深刻化している事業所では、導入することで

逆に負担が増えてしまうというような意見も聞かれております。 

 やはり人手不足の解消は、先ほども言っていますけれども、介護職の待遇改善というものが

必要不可欠で、人手不足が解消すれば、今度は介護ロボットの普及率も上げる土台になるんじ

ゃないかというふうに思っております。介護ロボットに仕事を任せるためには、使用する介護

職の人員的な余裕が最低限必要になってくると思っております。 

 最後に、外国人介護人材受入セミナーについてですけれども、このセミナーの参加事業者の

その後の外国人の受入れ状況というものはどうか、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 追跡調査を行っていないため、セミナー後の参加事業者の状況については、不明でございま

す。 

 なお、令和４年度のセミナーでは、参加者同士のグループワークを取り入れたところ、他事

業所の様子や取組などを知ることができ、有意義であったとの声を多くいただいており、事業
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者における外国人の受入れに一定の効果をもたらしたものと考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） その下の外国人介護職員のための日本語教室の具体的な内容は何なの

か、また、１回当たりの参加者の数はどれぐらいだったか、お示しください。 

○主査（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 日本で働く上での基本的なマナー、施設利用者や職員同士のコミュニケーション、介護の仕

事で必要となる日本語、例えば、自立支援、認知症、病気の名称や症状、介護用具の名称など

の習得を目的としたものでございます。１回３時間、計12回の講座を、午前、午後の２クラス

開催し、各クラスとも毎回３名から７名程度の参加がございました。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 野島委員。 

○委員（野島友介君） 施設において外国人の方と一緒に働くということで、スタッフ同士の

コミュニケーションというものをやはり課題に感じている施設が多くあります。言葉だけでな

く、外国人特有の文化や宗教など、介護以外の様々な面において、日本人側の理解を深めるよ

うな研修というものが、やはり必要ではないかと思っております。受入れ態勢を整えていくこ

とで解消できる可能性が高いと思いますので、受け入れる外国人の母国での生活や習慣を理解

して、受け入れる体制を整えていくような研修というものを、今後、検討していただければな

というふうに思っております。 

 以上で質問を終わります。 

○主査（小坂さとみ君） では、その他、御質問のある方、お願いいたします。植草委員。 

○委員（植草 毅君） 一問一答で何点か。 

 生活保護について、ちょっとお伺いしたいんですけれども、先ほど岡崎委員のほうから質問

があったとき、受給者で外国人は特に分けていないというふうにお聞きしたんですが、これは

何で分けていなかったんですかね。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 生活保護申請上、外国人の方は、まず、申請するに当たりまして、在留資格によって、生活

保護の準用ができるというものがございますけれども、在留資格を満たしている方の場合は、

日本人の方と全く同じ審査によって保護受給の可否が決まってきますので、そこに手続的な相

違がないことから、区別してカウントしておりません。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） あと、65歳以上が多いとお聞きしたんですけれども、これは何％ぐら

いなんですか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 今、手元にあります数字で、51％が65歳以上の受給者の方となっております。 

 以上でございます。 
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○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 了解しました。あまりにも簡単に出してはいけないけれども、外国の

方とはいえ、差別はあまりよくないので、分かりました。 

 あとは、これでいうと111ページ、妊娠・出産包括支援の拡充の部分で、日帰り型の拡充が

あったと思うんです。これは、平均が2.4回で、236人。この方というのは、どういう形で参加

をしているのか、具体的に教えていただきたいんですが。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 日帰り型の産後ケア事業は、大体七、八時間、その場所にとどまっていただいて、ケアを受

けるという形になります。 

 ケアの内容につきましては、休息を主体として利用されたい方は、赤ちゃんをお預かりした

りしながら、休息を助産師が見守るという形だったり、おっぱいの、授乳のケアを受けたいと

いう方については、お子さんと一緒に授乳の仕方を指導するというような形でやったりという

ことで、１日そこにとどまって、お昼御飯を食べたり、おやつを食べたり、あと助産師にいろ

いろ相談に乗ってもらったりということをして１日過ごすという内容になりますが、お答えに

なっていますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） これは、予約制で行うんですか。それとも、行ける日に行ってという

形で、期間があって、行ける日に行ってというような形なのか、どちらなんですか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 基本は、予約制になります。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 新しく拡充したもので、これがいいという方もいらっしゃると思いま

すので、ぜひアピールして、利用状況改善というか、もうちょっと来てもいいんじゃないかな

と。ほかの事業から見ても、いいんじゃないかなと思いますので、ぜひ進めていっていただき

たいと思います。 

 次が、救急医療確保対策、119ページかな。こちらのほうは、休日や夜間に、一次医療機関

では対応できない重症患者を受け入れる二次医療機関などを確保したということで、具体的に

は、どのぐらい確保できているんですかね。 

○主査（小坂さとみ君） 医療政策課長。 

○医療政策課長 医療政策課でございます。 

 こちらは、休日二次の協力医療機関としまして、合計44、内科が18、小児科が３、外科が10、

整形外科が９、産婦人科が３というような形になっておりまして、休日ではなくて夜間の部分

につきましては、合計22で、内科が17、小児科が１、産科が４というような形になっておりま

す。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） これは、前年度より増えてということなんですかね。前年度から増え

てということですか。 
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○主査（小坂さとみ君） 医療政策課長。 

○医療政策課長 協力医療機関数としては、変わってはおりません。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 確保するための予算として使っているということなんですかね。協力

依頼をするための予算を使っているということか。去年と、増えないけれども、予算も増えな

いということなんですかね。 

○主査（小坂さとみ君） 医療政策課長。 

○医療政策課長 医療政策課でございます。 

 こちらにつきましては、医療政策課のほうで、夜間の二次病院の待機料だとか、そういうよ

うな形でお金をお支払いしておりますので、確保して実際に動いていただいているというよう

な形になります。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） その部分を確保しているという部分でということですね。はい、分か

りました。 

 次、同じページで、平和公園拡張建設という部分で、こちらのほうは、建築費がいろいろと

上がっている中、予算よりは下がっているので、これは拡張ができなかったということですか。

それとも、建設費が安かったから、予定どおりできたということですか。 

○主査（小坂さとみ君） 斎園整備室長。 

○斎園整備室長 生活衛生課斎園整備室です。 

 予算に比べて決算額が低くなってしまったのは、資材調達の遅れということで、一部、事業

のほうが今年度に繰越しされています。その関係で、４億1,600万円であった予算に対して、

２億5,500万円という決算額になっておりますが、繰り越した１億5,100万円につきましては、

今年度、工事を引き続き行っておりまして、全て完了したということで、墓地募集のほうも予

定どおり行われているところでございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） いろいろと建築費のほうが高くなっているから、もしかして足りなく

なっちゃったんじゃないかと一瞬思ったんですが、そういうわけではないということですね。

分かりました。 

 次が127ページの新規のほうで、介護施設等の新規整備を条件に行う既存施設の大規模修繕

等助成で、予定では３施設の予定だったのが、２施設になっちゃったのは、何か訳があるんで

しょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 介護保険事業課長。 

○介護保険事業課長 介護保険事業課長です。 

 こちらのほうは、工事がやはり遅れた関係で繰越しになってなっております。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） また繰越しになっている。別に、これも建築費が上がったから、繰越

しになったというわけではなく、ただ単に工事が遅れているだけなんですかね。 
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○主査（小坂さとみ君） 介護保険事業課長。 

○介護保険事業課長 介護保険事業課長です。 

 ごめんなさい。繰越しの理由については把握しておりません。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 繰越しの理由は分からないということですね。分かりました。後で、

では教えていただけたら。 

 では、その次で、一番下のほうの発達障害者支援センター運営で、これは、また拡充になっ

ているんですけれども、２名から３名、本当は４名になるようなところだったんですが、これ

も一人、何で。 

○主査（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課でございます。 

 おっしゃるとおり、２人工配置しようとしたんですが、非常勤での雇用となりまして、人工

として２人までには満たなかったということで、３人から４人の間での人工の確保となりまし

たので、表記が３人となっております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 予算上は、予算ぐらいの人数で３人ということは、これは三、四人と

いうことなんですか。 

○主査（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課です。 

 ２人分、会計年度を雇用できる予算を確保したんですが、雇用の日数が１人分に満たない、

週３とか４の職員になって、結果、２人雇用にはならずに、3.45人というカウントになったの

で、３人と表記しております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 植草委員。 

○委員（植草 毅君） 了解しました。 

 せっかく予定では４人で、こっちのほうも、ちゃんとしっかり拡充していただいて、見回り

できるようにしていただけたらと思います。 

 以上でいいです。 

○主査（小坂さとみ君） ほかに質問のある方、お願いいたします。渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） いつも市民のために、保健消防分野事業の振興に御尽力いただきまし

て、ありがとうございます。 

 では、一問一答でお願いいたします。 

 まず、医療扶助適正化推進事業に関してなんですけれども、こちらは、ジェネリック医薬品

の使用率等が書かれているんですけれども、これは何を目標としている事業なのか伺えますで

しょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 医療扶助におけるジェネリック医薬品の使用につきましては、医師が後発医薬品への変更を
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不可としていない処方箋について、原則として後発医薬品を処方するということになっており

ますので、100％ということにはならないと思うんですけれども、可能な範囲において、使用

率の向上を目指すということになっております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 ただ、令和３年と令和４年でジェネリック医薬品の使用率等が変わっていないんですけれど

も、これについては、どのように捉えているでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 ジェネリック医薬品の供給体制における混乱というように言われておりますけれども、何年

か前に、ジェネリック医薬品の検査体制で、製薬会社のほうでいろいろと問題がありまして、

その後、各地でジェネリックの供給が不足しているという状況でありますので、切替えが順調

に進んでいない部分があろうかと思います。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 では、次の質問ですけれども、若年性認知症支援コーディネーターについてなんですけれど

も、このコーディネーターさんは看護師さんを採用しているということなんですけれども、ど

のような基準で選ばれているでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 地域包括ケア推進課長。 

○地域包括ケア推進課長 地域包括ケア推進課です。 

 専門職の会計年度任用職員として公募をいたしまして、採用しております。 

 若年性認知症支援コーディネーターということで、まず、認知症患者の看護ケアなど、認知

症に関する知識と経験を有しているということが大前提になります。その上で、相談対応や、

あと関係機関との調整がかなり入りますので、そういうものを円滑に進めることができる、コ

ミュニケーション能力が高い看護師を採用して、現在、１名配置している状況です。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 今後については、また増やすようなことは考えているんでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 地域包括ケア推進課長。 

○地域包括ケア推進課長 昨年度から配置しまして、現在、２年目ということで、相談件数、

支援件数も増えてきている状況ですので、実績を踏まえながら、勤務時間数等、あと将来的に

は配置人数等も増やしていくことも踏まえて、検討していきたいと思います。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 若年性認知症について、まだまだ知識等もない方が多いと思いますので、引き続き、支援の
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ほうをよろしくお願いいたします。 

 次に、認知症対応力向上研修に関してなんですけれども、こちらのほうで、医療職の中で、

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が入っていないんですけれども、これについては、ど

のようなお考えからでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 在宅医療・介護連携支援センター所長。 

○在宅医療・介護連携支援センター所長 在宅医療・介護連携支援センターです。 

 こちらの研修ですが、国の実施要綱に基づいて実施をしておりまして、そのメニューの中に

は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などのリハビリ専門職に特化した対応力の向上研修

というものはございませんが、病院勤務の医療従事者向け及び病院勤務以外の看護師等認知症

対応力向上研修では、対象者を特段限定はしてございませんので、実際に、理学療法士さん、

作業療法士さん、言語療法士さんといった方も参加できる研修となってございます。 

 実際に、令和４年度は10名の方に、リハビリスタッフ、専門職の方に参加をしていただいて

ございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。含まれているということで、理解いたしまし

た。 

 次の110ページになりますけれども、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施というこ

となんですけれども、収入のところで諸収入となっているんですけれども、これはどういった

収入になりますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 健康推進課です。 

 財源の諸収入なんですけれども、こちらは、この事業を実施するに当たりまして、千葉県後

期高齢者医療広域連合というところから交付される委託料の収入となっております。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） 分かりました。理解いたしました。 

 同じページの健やか未来都市ちばプラン最終評価についてなんですけれども、こちらの評価

の方法と、あと評価をした結果について伺えますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 健康推進課です。 

 まず、評価の方法ですけれども、こちらは、健康目標というものを138項目を策定時につく

っておりまして、前回調査をしたときと同様の手法で、最終値のほうを把握いたしました。指

標設定時の数値とか、目標値などと比較することで、その達成状況の評価を行っております。 

 評価の結果としましては、指標のうち、全体の４割の指標のほうで目標達成または改善とい

うことになりました。分野ごとに見てみますと、がんや糖尿病などの５分野のほうで、目標達

成とか、改善ということの指標が７割以上となりました。しかしながら、栄養・食生活、身体

活動・運動などの３分野では、新型コロナの影響もありまして、変化がない、または悪化とい

った指標が８割以上ということになっております。 

 以上です。 
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○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 では、これは、次期計画の策定のほうに生かしていただけたらと思います。 

 次に、111ページの受動喫煙防止の推進及び禁煙の支援についてで、１番目の周知啓発等に

関してなんですけれども、なかなか示しにくいかもしれないんですけれども、この事業をやっ

て、どのような成果があったかというのは、もし何か数値等の結果があれば、ちょっと伺えた

らと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 受動喫煙対策室長。 

○受動喫煙対策室長 受動喫煙対策室です。 

 数値としましては、飲食店で受動喫煙に遭った人の割合が、受動喫煙防止に関する条例制定

前のときには37.1％ありましたが、制定後の令和３年には、27.7ポイント減少し、9.4％とな

りました。その他、成人喫煙率というのが3.9ポイント減少し、9.8％となりました。 

 健康増進法の改正や条例の制定に伴い、法令の内容や受動喫煙、喫煙の害について周知啓発

を強化したことなどによるものと考えております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。御尽力の結果が出ているということで、理解

いたしました。引き続き、啓発活動をお願いいたします。 

 同じ事業の中の２の禁煙の支援についてなんですけれども、地域で禁煙の治療薬不足のよう

なことを聞いたんですけれども、それによる影響等は、事業が実施しにくくなったようなこと

はあったのでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 健康推進課です。 

 禁煙外来のほうで処方されています禁煙補助薬につきましては、のみ薬と貼り薬の２種類ご

ざいます。のみ薬のほうが、令和３年６月以降、出荷停止となっておりました。その影響で、

貼り薬のほうも一時品薄となっていましたが、現在は安定供給されているような状況です。 

 私どものほうの治療費の助成制度のほうへの影響なんですけれども、そちらにつきましては、

令和４年度は助成件数が32件で、令和３年度が29件で、助成対象者を拡充しているのに、こう

いったような数字だったというところは、ある意味、こういった内服薬がないことの影響、や

はり内服薬があるから、それでやめたいという方もいらっしゃいましたので、そういったよう

な影響もあったかなというのは考えております。 

 私どものほうで、年度後半にリーフレットをいろいろ発送したり、あとはインターネット広

告などを実施しました。そうしますと、禁煙外来治療のほうの助成の登録をした方がぐっと増

えまして、実は、登録者数自体でいいますと、令和３年の２倍以上の方が、令和４年、登録し

ております。令和５年は、既に令和４年を上回る助成を行っております。ですので、今後は、

また増えていくかなというふうには考えております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） 分かりました。 
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 現在は薬の不足も解消されて、さらに周知も進んでいるということで、引き続き、対応のほ

うをよろしくお願いいたします。 

 次に、112ページの不妊・不育対策に関しまして、不育症検査費用の助成というのは、ちょ

っと申請件数が減っているようなんですけれども、その背景等があれば、伺えたらと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 不育症検査費用助成事業なんですけれども、こちらは、不妊治療を行っている産科医療機関

等に周知のチラシを置いていただいたり、保健福祉センター健康課の窓口に周知啓発のチラシ

を置いたりしているんですけれども、この事業自体は、不育症検査の保険適用にならない部分

の検査費用を助成するというものです。 

 ちょっと件数が減っておりますので、産婦人科のほうに今の状況の調査したところ、保険適

用になっているものが少しずつ増えてきているということもありまして、この費用助成事業の

申請をしなくても保険適用になっているということもありまして、件数が伸びていないという

ことが分かりましたので、今後、少し中身の精査をしていきたいと思っております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。理解いたしました。 

 では、その内容の精査のほうを、引き続きよろしくお願いいたします。 

 次に、114ページの新型コロナウイルス検査に関してなんですけれども、先日の前回の定例

会において、当会派の大平議員のほうから、パルスオキシメーターの回収がうまくいっていな

いというようなテーマで質問させていただいたと思うんですけれども、現在において、パルス

オキシメーターの回収というのは、進んでいる状況にあるのでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 医療政策課です。 

 ５月末時点の未返却数が約5,000台でございましたけれども、その後、ショートメッセージ

を活用したり、市政だよりを活用しまして、返却の呼びかけを行いました。８月末現在の未返

却数は、4,300台となっております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 多少回収が進んだということだと思いますけれども、まだまだ進んでいないと思いますので、

できる限り回収のほうをお願いいたします。 

 次に、次のページの新型コロナウイルスワクチン接種についてのコロナワクチン接種コール

センターについてなんですけれども、コールセンターは、どれくらいの金額で、どちらに委託

されているのでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 医療衛生部参事。 

○医療衛生部参事（新型コロナウイルスワクチン接種推進室長事務取扱） ワクチン接種推進

室でございます。 

 コールセンターの委託については、コールセンター運営を含め、その後のエスカレーション、
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あとは予約システムの運用、さらには接種券の印刷、そういったものも含めて、包括委託とし

てパソナのほうに委託契約をしております。 

 昨年度の平成４年度の決算額ですけれども、コールセンターのみの場合には約27億7,000万

円、コールセンターを含めて、予約システム等も含めて、包括委託業務委託としての決算額と

しては、42億1,000万円という形になっております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 こちらの事業だけで、コールセンターも、幾つかの事業においてコールセンターを運営して

いることもあると思いますが、コールセンターについても、効率化等を考えていっていただけ

たらなというふうにも思っております。 

 では、次に、予防接種に関して、116ページになります。 

 ＨＰＶワクチンの接種に関しまして、これは、一時期、危険性に関するデマ等があった影響

で、厚労省が接種勧奨をやめていたような状況もあったと思うんですけれども、この定期接種、

またキャッチアップ接種の被接種者数が示されていますけれども、令和４年度で接種率という

のは、どれくらい増加したことになりますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 医療政策課です。 

 ＨＰＶワクチンの定期接種の接種率ですが、令和３年度が34.2％で、令和４年度が、116ペ

ージに記載がございます53.8％ということで、増加しているところでございます。 

 なお、キャッチアップにつきましては、令和４年度からの事業になりますので、前年との比

較はできないですけれども、記載のとおり、延べ被接種者数は6,079人となっております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 引き続き、接種の呼びかけのほうを取り組んでいただけたらというふうに思います。ありが

とうございます。 

 次、霊園事業に関して、123ページにあります火葬件数に関しまして、以前、親族が亡くな

った際にも、かなりの日数を火葬まで待ったということがあって、最終的に隣の市のほうで火

葬をお願いしたということがあったんですけれども、火葬までの平均の日数と、あとは市外で

の火葬の件数等があれば、教えていただきたいと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 斎場運営支援システムというシステムがあるんですが、こちらの予約状況から見ますと、令

和２年度と３年度の、死亡者が増加する12月から２月にかけての平均待ち日数は、おおむね７

日間、その他の時期の平均待ち日数につきましては、おおむね３日間となっております。 

 また、昨年度につきましては、本年１月の、１か月間の死亡者数が、令和４年１月と比較い

たしまして２割程度増加したことに伴いまして、１月から２月にかけての待ち日数の平均が、

おおむね10日間、その他の時期につきましては、例年と同様の件数となっております。 
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 また、市外への火葬件数ということでございますが、正式な集計は取っておりませんが、令

和４年度の市内における死亡者数、それから、千葉市斎場で行った火葬件数、この差を見てみ

ますと、市内での死亡者数が１万1,049人であるのに対して、４年度中の千葉市斎場で行った

千葉市民の火葬件数が１万136件、差引き913件、約900件が千葉市斎場以外で火葬したのでは

ないかと考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 火葬まで７日から10日ということで、やっぱりかなりの長期間待っていただくことになって

いるという状況かと思いますので、できる限り待ち日数が短くなるような対応のほうを、いろ

いろ事業等の見直し等が必要ではないかなと思いますので、引き続き、取組のほうをお願いい

たします。 

 次に、124ページの高齢者等階段昇降支援に関してなんですけれども、私のほうも訪問介護

事業所をやっている中で、階段昇降が必要な方に対してサポートを行うとなった場合に、やは

り階段昇降機は、私も使ったことがあるんですけれども、介助されれば、かなり恐怖を感じる

ような乗り物であると私は思っておりまして、その運用に当たっては、ある程度慣れているこ

とも必要だと思うんですけれども、そういった階段昇降機を使える人材の育成のようなことも、

こちらで行っているのでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 階段昇降機による支援は、エレベーターがない団地等の階段が降りられなくて、外出を控え

ている、できないという方を支援するということで始めているものでございますが、今、委員

御指摘のとおり、階段昇降機の階段が非常に急なケースもございまして、特に下りの場合には

非常に恐怖を感じるということが意見として、あるいは声として聞いております。 

 こういった、万が一転落等があれば大事故になってしまうということもありますので、介助

する、担当する職員、従事する方に対しては、階段昇降機のメーカーが主催します操作研修の

受講料に対しても助成を行っておりまして、受講を促しております。また、常に２人介助、階

段昇降機の前後に職員が立って、安全性を確保しながら運用するというところで、安全性を確

保してございます。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 やはりバリアフリー化がなされている住居は、まだまだ少ない状況かと思いますので、この

高齢者等階段昇降支援事業、引き続き周知や、より利用しやすいような事業にしていただきた

いというふうに思います。 

 次に、そのすぐ下の生涯現役応援センター運営についてなんですけれども、生涯元気応援セ

ンターのホームページを見たところ、平日の９時から17時に開設されているということで、稲

毛区役所に、今、設置されているということなんですけれども、こちらは相談件数が399件と

いうことは、１日に相談者数が平均２名以下ということになるのかなというふうに思います。 
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 あと、ショッピングセンターでのアウトリーチに関しても、相談者数が708人で、実施回数

100回ということは、１回平均７名ぐらいということになってしまうのかなと思うんですけれ

ども、こちらは約2,000万円の事業だと思うんですけれども、投資に対して利用者数が少ない

のではないかなと思うんですけれども、これについて、当局の御意見を伺えたらと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 相談件数等は、委員御指摘のとおりでございますが、１件当たりの相談に対しても、相談に

来る方が前もって具体的な希望とかを持っていない方もいらっしゃいますので、そういう漠然

とした思いを少しずつ形にしていくということで、ヒアリングに１時間以上かかるというよう

なケースもよくあるということもございますが、この業務のほかに、センターの本部ではセミ

ナーを年５回開催しておりまして、その準備などを行っています。 

 ちなみに、セミナーを年５回実施して、昨年度は612人が参加するというふうな規模で実施

したものです。 

 また、生涯現役応援センターに相談に来られた方に対して、様々な提案をして、様々な要望、

希望をかなえるお手伝いをするわけですが、就職を希望する方に対しては、企業開拓等を行っ

て、紹介できる企業、働き口を紹介するなどの作業がございますので、そういった企業を回っ

て働き口を確保する企業開拓などの事業も行っておりますし、また、相談支援機関で様々な相

談があった際に、横のつながりで物事を解決につなげていくということから、相談機関等の情

報交換なども実施しておりますので、１日２人ということで、多くの時間は何もしていないと

いう状況ではないということでございます。 

 ただ、2,000万円の投資に対してという部分でございますけれども、これだけ高齢化が言わ

れて、今後も進むということでございますので、高齢者の様々なニーズに応えるという、この

センターの役割は非常に重要だと思います。 

 また、この相談件数も、この水準でとどまっていいというふうには思っておりませんので、

ますます相談が増えるように、様々な周知を広げていくということで、機能の充実に努めてい

く必要があるというふうに考えているところでございます。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 相談業務以外にも、セミナー等も行っているということで、理解いたしました。とはいえ、

保健福祉等の限られた予算の中で事業を執行していかなくてはいけないと思いますので、常に

ニーズに合った事業になるように、今後とも事業のほうを常に見直しながら実施していってい

ただけたらというふうに思っております。 

 次に、その下の地域人材育成、ちばし地域づくり大学校についてなんですけれども、これは

３コースで77人の受講者がおられるということで、事業の額が1,089万6,000円ということなん

ですけれども、この費用はどのようなことに使われているのか、伺えますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課です。 

 地域づくり大学校でございますけれども、費用の内訳としては、人件費が76％ほどを占めて
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おります。この人件費というのは、地域づくり大学校の中で、座学でいえば講師の役割を果た

し、また、グループワークでは適宜指導する役割、また、ボランティア団体など、外に出て活

動するという場合には、その活動先の団体とのコーディネートをしながら、研修の中身を組み

立てていく、そんな役割をしているものでございまして、その人件費が約７割強、76％ほどを

占めております。 

 また、会場が、前身のことぶき大学校は、ハーモニープラザの建物を使って行っております

が、地域づくり大学校は専用の建物を持っておりませんので、全て講座を、市民会館ですとか、

公民館、その他の施設を借りてやっているということから、会場費がかかると。また、外部講

師を呼んだ際の謝礼、また、通信運搬、郵送料などがかかっている、そういうところでござい

ます。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 ホームページを見ると、かなりコースが充実している、各コースの講座が10回から15回は開

かれているようなんですけれども、こちらは無料で受けられるというふうにはなっているんで

すけれども、これだけ質が高いものであれば、ボランティアに対して必要な知識も含まれてい

るんですけれども、受講者自身にとってもメリットがあるような内容になっているのかなと思

うと、受講者の人にも一部費用を、受講料とかを負担していただくということも考えてもいい

のかなというふうに思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長 高齢福祉課でございます。 

 この事業が前身のことぶき大学校から切り替わりましたのが、令和２年からというふうにな

ります。ちょうど、コロナで人と人との接触を避けるということが言われている中で開設し、

今に至っているという状況でございます。 

 昨年度も、受講者の人数を表記しておりますけれども、コースの定員の合計が90人でござい

ます。定員にまだ満たないということでございますので、より一層の周知などに努めながら、

受講者を増やしていくということを、まず考えていきたいと考えており、また、受講が人気で

抽せんになるとか、そういうときにになりましたら、一定の受講者の負担とか、一部有償化と

いうのも考えられるかなというふうに思いますが、現時点では定員に満たないという状況です

ので、受講者を増やすということを第一に、受講料を取らずに無償で受けられるということを

一つのメリットとして、周知してまいりたいというふうに考えています。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。分かりました。 

 事業を展開する中で、いろいろと事業の見直し等を行っていただけたらというふうに思いま

す。 

 次に、介護人材の確保に関してなんですけれども、４番の介護に関する入門的研修について

なんですけれども、こちらの入門的研修を終えた後に、ほかの介護についての資格等を受ける

というようなことにつながっている方というのは、どれくらいいらっしゃいますでしょうか。 
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○主査（小坂さとみ君） 介護保険管理課長。 

○介護保険管理課長 介護保険管理課でございます。 

 介護に関する入門的研修のその後の状況でございますけれども、先ほど野島委員のところで

も答弁させていただきましたが、令和４年度の研修修了者のうち、追跡調査に回答いただいた

17名のうち、６名が介護分野への就労を検討中という回答でございました。就労時期や具体的

な事業所名については、伺っていない状況でございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員、残り10分となりましたので、まとめてください。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 では、先ほどの質問についての御回答について、理解いたしました。これが実際の介護の資

格の取得等につながればよいのかなというふうに思います。 

 では、次に、障害者の移動費用助成についてです。対象が広がったり、あるいは福祉タクシ

ー券の初回交付枚数の見直し等行ったということなんですけれども、これについての利用者か

らの反応というのは、いかがでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課でございます。 

 まず、拡充した通所交通費助成の利用者さんにつきましては、まずは、何人か対象者の方が

いらっしゃるんですが、さらに使いやすいようにというような御意見もいただいているところ

でございます。 

 あと、燃料費助成の口座振替への切替えをしておりますが、これは指定のガソリンスタンド

でないところで入れても、補助が受けられるようになったということで、好評を得ております。 

 一方、福祉タクシーにつきましては、初回交付枚数を半分にいたしましたので、やはり当初

は、もっと使いたいというお声は、一定数頂戴いたしました。そこは、この事業が、より重度

の方の支援につなげるものだ等々と。あと、平均利用枚数について精査した上での見直しだと

いうことで、丁寧に説明して御理解を得ているところで、努めているところでございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 引き続き、利用する方のお声を聞きながら、事業等の実施をしていっていただけたらと思い

ます。 

 それでは、最後に、障害者グループホーム整備等助成について、132ページなんですけれど

も、障害者グループホームの整備を促進しているということなんですけれども、やはり数を増

やしていくと、質の担保というのもちょっと難しくなるのではないかと思うんですけれども、

それについては、どのような対策をしているでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 障害福祉サービス課長。 

○障害福祉サービス課長 障害福祉サービス課です。 

 グループホームにつきましては、比較的参入しやすい事業で、様々な社会福祉法人あるいは

株式会社など、様々な分野の方が参加しております。 

 グループホームにつきまして、先ほど委員の御質問のあるとおり、質の確保につきましてな
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んですけれども、私どものほうでは、まず、指定を受ける担当部門をしておりまして、指定を

受けるに当たりましては、具体的な事項を説明の上、事業を申請する方に理解していただいた

上で、まず、事業を登録していただいていると。そして、質を担保するために、新規事業者に

対して、定期的に実地指導という形で、事業所に伺って、事業所の様子を伺い、少し足りない

ところがあれば指導を行うというような対応をしております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員。 

○委員（渡邊惟大君） ありがとうございます。 

 引き続き、グループホーム数の確保と質の担保の両立を目指していただけたらと思います。 

 以上、様々な質問に答えていただきまして、ありがとうございます。 

 限られた予算の中で、様々なニーズに対応するのは大変なことだとは思いますけれども、

日々、無駄などを見直していただいて、必要な方に必要な支援が届くように、引き続き御尽力

をしていただけたらと思います。引き続き、よろしくお願いいたします。 

 では、質問を終わらせていただきます。長時間ありがとうございます。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 一問一答でお願いいたします。 

 順番はちょっと変わりますけれども、まず、新型コロナウイルス感染症対策について確認を

させていただければと思います。 

 令和４年度予算編成当時は、やはりこういった新型コロナウイルス感染症に関わる財政需要

が非常に大変な課題となっていて、全体として、社会保障の関係経費というものの増加が見込

まれていたというふうに記憶しております。 

 そういった中で、本市としても、極めて厳しい財政見通しであったようですけれども、そう

いった現状の中で、令和４年度決算を踏まえてですけれども、新型コロナウイルス感染症対策

というものについて、どのような課題があって、そして、皆様方はどう評価をされて、今につ

なげていらっしゃるのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 保健福祉局長。 

○保健福祉局長 新型コロナ対策については、長期化しておりますけれども、刻々と状況も変

わり、その都度、どう対応すべきかというのが非常に難しい状況が続いておりました。令和４

年度についても、かなりウイルスの変異等もありまして、先の状況が見えない中、その都度、

できる限りの対策を取ってまいりました。 

 財政的なもので見ますと、令和４年度、保健福祉局でコロナのために支出した金額は、全体

で約237億円ございました。多くは、国の国庫支出金、地方創生臨時交付金なども含めまして、

国費、県費を活用いたしまして、一般財源については、できる限り独自の支出というのはない

ような形で努めてまいりました。 

 金額として一番大きなものとしては、やはりワクチン接種でございます。これが、124億円

ありました。それから、コロナ直接ではないんですけれども、コロナの影響で社会経済活動に

大きな影響があったので、低所得者に対する支援というのも大きなものがありまして、臨時特

別給付金、非課税世帯等に対する臨時特別給付金が約31億円と、大きなものがありました。そ

れから、医療ですとか、保健所ですとか、本体に係る対応というものも、やはり多くありまし
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て、自宅療養ですとか、保健所の体制整備、ＰＣＲ検査、宿泊療養など、多くの支出をしてま

いりました。 

 実際に、その都度、本当に先が見えない中で対応してきました。後で振り返ってみれば、そ

れが本当に最善だったかというのは、いろいろ考え方、見方もあるんですけれども、全庁的な

支援も受けながら、市民の皆様、議員の皆様の理解も得ながら、何とか１年乗り切ったのかな

と考えております。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 我々が外から見ている中でも、想像ができないぐらい、本当に大変な状態だったのかなとい

うふうに思います。我々と一緒に仕事をしていた議会事務局の職員も、１人派遣され、また１

人派遣されと、その状況の大変さというのが伝わってきたなというふうに思っています。 

 そういった中、本当に皆様のお力添えの中で、何とか今、今日を迎えられているんだなとい

うことについて、感謝申し上げたいなというふうに思っております。 

 一方で、コロナが５類に変わったことによって、今現在、すごく大きな対応の変化というも

のがあると思います。最近も、近所のお医者さんの話で、発熱に来た外来の方が11名いて、８

人が実はもうコロナに感染していましたとか、まだまだ、こういった状況の変化の中で、報道

等がなくなったことによって、情報がなかなか入ってこないんですけれども、まだ身近なとこ

ろで感染というのが続いているんだなということを感じています。 

 こういう皆さんの経験してきたものを市民の多くの皆さんに知っていただきながら、感染の

抑制に努めていかなきゃいけないんだなというふうに思っていますし、同時にコロナと、そし

てインフルも並行して感染症がはやり始めているという、こういった現状もやはり伝えていか

なきゃいけない部分もあるし、予防についても、しっかりと周知していかなきゃいけないなと

いうふうに感じておりますが、そんな中で、コロナについて限定すると、ワクチン接種は今も

続いておりますが、だんだん受けなくなってきている人の傾向が高くなっているのかなと感じ

ています。 

 私も、５回目をなかなか受けに行く機会がなくて、そのままになっちゃっている自分も、早

く受けに行かなきゃいけないなとは思ってはいますが、こういったワクチン接種をもう一度推

進していくためには、どうしたらいいのかということと、いや、そうではなくて、これは自由

意思のままで進めていって、感染を抑制していくしかないんだと。どういった考え方の中で、

今、皆様の取組が進められているのか、お聞かせいただけますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 医療衛生部参事。 

○医療衛生部参事（新型コロナウイルスワクチン接種推進室長事務取扱） ワクチン接種推進

室でございます。 

 いよいよ今日から、令和５年の秋開始接種が始まりました。今年度からは、接種勧奨・努力

義務の対象が、高齢者と重症化率の高い方が引き続き対象となっておりまして、それ以外の健

康な方については、努力義務の対象から外れたということはございますけれども、やはり今の

感染状況あるいは株の変異等々、かかったときの後遺症と、実際に打ったときの副反応、そう

いったところを、なるべく市としても情報を開示した上で、最終的には自己判断という形には

なってしまいますけれども、それに向けての情報提供、あるいは接種を受ける体制については、
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引き続き、万全な体制で取り組んでいきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） この議論をずっとしていても、ずっと平行線というか、結論は出ない

ことになるかもしれませんけれども、ただ、コロナは本当に怖いんだなと感じているのは、今

もお話がありましたけれども、常に変異を続けていて、今も、今の変化株でいくと、肺炎によ

る重篤性が高いとか、何か違った意味で、またいろいろな医療的な課題というのが出てくるん

だなというふうに常々感じています。 

 ですから、お子さんでも、ワクチン接種を打っている子もいれば、そうでもない方もいらっ

しゃって、だけれども、マスクとか感染予防の意識がだんだん薄れてくることによって、どこ

かでまた感染爆発が起こる可能性というのも秘めているんだろうなというふうに思っています。 

 そういった意味で、本当に皆さんの取組の周知とか啓発していくことが、やはり重要であっ

て、これが途切れてしまうと、震災の記憶が薄れていくのと同じで、あのとき大変だったけれ

ども、今はそうでもないよねという機運が高まって、結果として、また医療機関の、いろいろ

な意味での圧迫につながってくるんじゃないかなと思いますので、皆さんの啓発の取組をしっ

かりと前に進めていっていただきたいなというふうに思っています。 

 そこで、ちょっと視点は変わりますけれども、令和４年度の決算の中でいいますと、当時、

医療保険等の給付請求で、療養証明書などがないと、入院保険の請求ができないというお話が

あって、感染者の情報システムなど、その対応に課題があったという報道も一部聞いておりま

す。そういった中で、本市の対応は、当時はどういうふうに図られていって、進められたのか、

状況等も含めて、お聞かせいただければと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 医療政策課です。 

 療養証明書につきましては、時期がはっきり、今、手元にございませんけれども、コロナの

感染が拡大していく中で、保健所の療養証明書の発行に係る負担を軽減するという意味も込め

まして、Ｍｙ ＨＥＲ－ＳＹＳというシステムを使いまして、療養証明のほうを取れるように

国のほうがシステムを整備しまして、基本的には、保健所のほうでは証明書を発行しないで済

むように変わってきたところでございます。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 国のこの取組の中で、地方自治体が大きく影響を受けてしまっているという一つの例なのか

もしれませんけれども、結果として、全数把握の見直しをめぐって、報告の対象外となってし

まった感染者の療養証明書などが発行されないとかという課題もあったというふうに聞いてい

ますけれども、こうした国の判断によって大きく左右されてしまう医療制度なんですが、こう

した課題、やはり自分たちの自治体の取組は自分たちで何とか進めていけたら一番いいんじゃ

ないかと思います。 

 皆さんは、こういったことを経験されて、また同じようなことが繰り返し起こるか分かりま

せんけれども、こういったものをどういうふうに次につなげていこうというふうにお考えにな
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られているのか、お考えがあれば、お示しいただければと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 新型コロナウイルス感染症対策の経験を次の感染症危機

に生かすという観点から、今年度、振り返りを行おうということで、実際に令和２年以降、３

年間にわたる様々な事業の内容ですとか、反省点等をまとめた記録誌というものを作成しよう

と思っております。 

 また、今回の様々な経験の教訓等を踏まえて、次の感染症危機に備える計画として、予防計

画という感染症対策の計画を今年度中に作成して、それに基づいて感染対策、新興感染症への

対策を強化してまいりたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 しっかりとと言うのは簡単なんですけれども、本当にまた大変な状況に陥ることなく、今の

この現状もしっかり捉えていただいて、感染爆発につながらない取組に期待をしたいなという

ふうに思っております。本当にありがとうございます。 

 ちょっとまた視点を今度変えて、がん対策について伺いたいなと思います。 

 これまで会派としても、がん対策については、様々な視点で、議会でも取り上げながら要望

させていただいてまいりました。その中で、やっぱり小児の死亡原因の第１位として、小児が

んというふうに聞いてはおりますけれども、年間の発症数が少ない等で、適切な医療受診の遅

れが懸念されているとも聞いております。 

 そういった意味で、早期発見に向けた市民への啓発が重要ということで要望させていただい

ておりましたけれども、この取組、令和４年度どういった取組をなされてきたのかということ

と、今現在の取組も併せてお聞かせいただければと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 健康推進課です。 

 がん対策という意味で、広く市民の方に、がんナビですとか、県がやっているものや国がや

っているもののサイトなどをホームページで御案内等は実施しております。あと、県のほうで、

妊孕性の関係でモデル事業を実施しましたので、そういったものに対しても、ホームページで

御案内をしたりというようなことを実施しております。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 健康支援課では、小児慢性特定疾患という治療費助成事業がありまして、そちらのほうの対

象に小児がんがなっております。治療費助成で窓口にいらした方たちに対しての相談等は、実

施しております。 

 あと、昨年度からですけれども、小児がんの啓発キャンペーンということで、全国的に９月

９日を、いろいろな施設をライトアップして、グローバルゴールドセプテンバーキャンペーン

という、そのような名前でキャンペーンを実施して、小児がんに関心を持っていただこうとい

う取組をしております。今年度も９月９日に、ポートタワーのライトアップを実施したところ

です。 
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 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） すみません。私の伝える情報が少なくて困らせてしまったかもしれま

せんけれども、小児がんと、またＡＹＡ世代という部分で、15歳から39歳のがん患者に対する

対応も求められてきているというふうに思っています。 

 皆さんのほうから、こういった現状を適切なニーズを把握していくことが大事だということ

と、この対応をしていくことも重要なんだということを、当時、答弁なんかでもいただいてい

たんです。 

 そういった中で、がん患者全体に占める割合の少ない方々に、こういった世代のニーズをど

のように捉えて、この課題を検証し、取り組まれているのかというところについて、もう一度

確認させていただいてもよろしいでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 私どものほうで、ウィッグの助成を実施しております。ウィッグの助成につ

いては、男性も女性ももちろん対象なんですけれども、女性の方が９割以上で、その中に、や

はり若いＡＹＡ世代の方もいらっしゃいます。 

 そういった方々に、申請に来ていただく際に、健康課の窓口で実施しておりますので、保健

師などがそちらについて対応させていただいております。その際、いろいろな御相談も併せて

伺っておりますので、保育園の入所などが必要な方がいらっしゃったときは、こども家庭支援

課とか、必要なニーズがないかということは丁寧に聞き取りをさせていただいて、必要な機関

のほうにつなぐというようなことで、細やかな形で対応をさせていただいているところです。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 本当に相談体制の充実というのが、やはり大事ですし、それはどんな相談でもそうなんです

けれども、必ず問題が複合していて、一つだけの相談というよりは、それに付随しているもの

のほうが重要だったりすることが非常に多いなと感じています。 

 今言ったウィッグの相談に来ているけれども、実は、それだけじゃなくて、金銭的なことで

あったり、働き先がない、経済的な課題があったり、そういったところをやはり解決していか

ないと、実は、その物を購入するというところまで到達しない人たちもたくさんいらっしゃる

んだろうなというふうに思っております。 

 だからこそ、皆さんもおっしゃっていたとおり、縦割り行政じゃなくて、横のつながりをし

っかり密接にしていただきながら、一人一人のニーズをしっかりと受け止めていただいて、そ

の人たちが本当に明るく元気に社会で活躍できる対応をしていただければというふうに思いま

すので、お願いをさせていただければというふうに思っています。 

 次に、子供の弱視についての取組も、これまで会派として伺ってまいりました。これまで先

輩議員がかねてより要望してきた屈折検査機器が導入されたということで、大変高く評価して

いるところです。 

 御承知のとおりですけれども、子供の目の機能、いわゆる視力は、生まれてから６歳ぐらい

まで発達していくというふうに言われていると聞いております。この間、目に異常があると、



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－56－ 

物を見極める能力が十分に育たない、結果として、それが弱視になるおそれがあるということ

なんですが、我が会派として求めてきた屈折検査機器が導入されてきています。 

 これまで２次検診として屈折検査を実施してくる過程において、この検査自体がすごく大変

だったというふうに聞いておりますけれども、新たに機械が導入されてきたことによって、ど

れぐらい簡易というか、検査がしやすく、向上していくものなのか、基本的なところかもしれ

ませんけれども、お聞かせいただければと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 この７月から、全保健センターで３歳児健診に屈折機器を導入して実施しております。これ

までは、保健所のほうで、２次検査ということで、ピックアップされたお子さんだけを対象に

実施していたところですけれども、機器のほうが簡易的になってきておりまして、本当にコン

パクトに、これぐらいの大きさで持ち運びもできるような状況で、専門職でなくても機械の扱

いはできなくはないというぐらいの便利なものになってきておりますので、今、３歳児健診の

対象者は6,000人ぐらいいますけれども、それぐらいの方たち全員に１次検査で実施すること

ができるようになっております。 

 弱視の発見率については、来年度を待たないと、まだ出てきませんけれども、そういう状況

です。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 導入するに当たって、他都市の取組などを検証して、本市に取り入れていきたいというふう

にお話がありましたけれども、他都市では、例えば、どういったことをされてきたのか。それ

をどう皆様方が検証されて、この機器の導入を、やっぱり必要なんだと、その必要性を認識し、

現在に至っているのか。ちょっとしつこいようですけれども、そこら辺を教えていただいても

よろしいですか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 政令市の中では、導入が遅れておりましたということと、あと、国のほうが

検査機器に対して２分の１補助を導入するということも決まりましたので、それで導入に踏み

切れたという感じでございます。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） すみません。意地悪な質問でしたけれども、１つだけ苦言というか、

申し上げさせてもらうと、それは皆様方だけじゃなくて、全庁的にちょっと感じるなと思うの

は、結果として、他都市は進んでいるんだけれども、国の補助金を待って、こういった一つ一

つの大事な施策が進んでいるなというふうに感じることが多いなというふうに思います。 

 特に、子供の成長というのは、大人の成長に比べて速いので、やっぱり１年１年が大事な育

成期というか、育てていく過程になってくるので、やはりこういった健康に関するものという

のは、時を逃さず、導入が始まっている自治体の先進事例を本当にちゃんと見定めながら、早

い段階で導入していくということが大事なのかなと思います。 

 財政的な措置が当然出てくるので、国の補助金を頂きたいという思いは分かるんですけれど
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も、でも、その間、見逃してしまったお子さんの対応をどうするのかということも含めて、フ

ォローアップできる体制をつくっていかなかったら、ちょっと遅れての導入というのは、あま

り評価できないんじゃないかなと思っています。 

 ですから、当然、補助金をもらえるものはもらったほうがいいですけれども、その間、こう

いった事業で導入が遅れそうなものについては、そのフォロー体制をどうしていくのかという

こともちゃんと決めてから事業を進めていっていただきたいなというふうに思いますので、少

し難しいお話かもしれませんけれども、そういった配慮も必要だなと感じておりますので、ど

うぞよろしくお願いを申し上げます。 

 次に、生活困窮者支援について、生活保護世帯の学習支援について伺いたいと思います。 

 平成27年から本格実施をされて、これまで、その間、私も議会の中で、こういったお子さん

たちの学習支援の必要性について訴えさせていただいて、今、こういった事業となって、形に

なっているというふうに思っております。 

 そういった中で、まず、令和４年度の取組について、どういった成果があったのか、また、

その取組に対して、どのように評価されているのか、お聞かせ願えますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 生活保護・生活困窮世帯に対する学習生活支援事業ですけれども、令和４年度は330名の定

員で、平日12か所、土曜日２か所の会場で実施したところです。 

 成果ですけれども、基本的には、高校進学率で測っておりますけれども、令和４年度は進学

率が高等学校等進学率が88.2％ということで、令和３年度までより少し進学率が下がってしま

った部分がございますけれども、引き続き、進学率が高い数字になれるように続けてまいりた

いと思います。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 当時もお話があって、やはりこの事業をやった最大の成果は、今言った進学率が上がったと

いうふうに伺っておりました。やはり学べる環境があることによって、次のステージに進んで

いこうという意欲が生まれてくるということが大事だなというふうに思っています。 

 そういった中で、最初スタートしたときは、教えてくれる方はも元学校の先生だったりして、

実は、その当時教えてきた内容と今とでは教え方が違う。答えは一緒なんだけれども、そのプ

ロセスが違うことによって、ちょっと迷っちゃっているんですよね、うちの子はという話も聞

いたりしておりました。 

 そういった課題も解決されているんじゃないかなと思っていますが、今、どういった体制で

教えられているのか、教えていただいてもよろしいでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 確かに、平成30年度まで、学校の校長先生のＯＢさんたちにお願いして、学習支援を行って

おりましたけれども、現在では、個別指導の学習塾等を経営しているトライグループのほうに

事業を委託しております。 
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 なので、常日頃、家庭教師もしくは個別指導塾をやっている講師の皆さんが中学生のほうに

授業をしてくれているということで、大分現代的というか、新しい形態に変われたのではない

かなと思っております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） ありがとうございます。 

 今、トライグループがされているという話と、あくまでも対象は困窮者世帯ということなん

ですが、こんなことを言うと失礼ですけれども、困窮者世帯となるかならないか、そのボーダ

ーの家庭というのは、必ず出てくると思うんですけれども、どこまで本当にこういう支援の人

たちの対象枠を広げていけばいいのかというのは、常に課題になってくると思うんですが、や

はり一人も見逃さずにすくい上げていくためには、もう少し要件の考え方というのを柔軟にし

ていきながら取り組んでいくということも大事なのかなと思っています。 

 親の所得のボーダーで子供の人生が決まるということは、あまりよくないなというふうに思

っていますので、そこら辺、ちょっと柔軟な対応を求めていきたいなと思っておりますが、お

答えになれる部分で結構ですので、何かお考えがあれば、お知恵を聞かせていただきたいなと

思います。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 まず、現在のやり方なんですけれども、中学校のほうで就学援助を受けている家庭のお子さ

ん、それから、児童手当をもらっている家庭のお子さん、生活保護受給世帯のお子さんに対し

て、そういう市のほうのサービスを使っている方は、こちらで対象者が把握できるので、直接

案内を差し上げるということが可能となって、通知のほうを差し上げて、その中から応募者に

利用いただいているという状況になっております。 

 ですので、こちらの、あくまで今のところはそういう線引きということでしか、こちらから

案内ができないという部分もございますので、そうやっていますけれども、また何かやり方と

いうか、対象者の捉え方があるようであれば、考えていきたいと思います。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 難しい質問をして、済みません。 

 もう一つ、最後に確認したいのが、やっぱり教育委員会にも常々言っているんですが、義務

教育期間は、物すごく手をかけて、いろいろな支援を受けられる体制になるんですけれども、

突然、義務教育から外れてしまうと、社会の野に放たれてしまって、これまで受けいた支援と

いうのが一切なくなってしまう、これはすごく大きな課題で、支援のグレーゾーンだなと思っ

ています。 

 要は、今、進学率も上がってきてというお話がありますが、その後に、高校に入学してから

も大きなまた課題があって、高校を退学してしまうと、その後、誰も大人の関わり方というの

がなくなってきてしまうのも課題だなと思っています。 

 例えば、復学したくてもできないということで、諦めてしまう子供もいるかもしれないし、

夜間中学があるので、夜間中学とかにもう一回行ってみたらと言っても、対象から外れてしま
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うので学べないとか、やはりこういった、もう一度学校に通いたいけれども通えない、高校を

中退したようなお子さん、そして、特に生活が困窮している家庭についても、もう一度勉強、

学び直しをしていく環境というのは大切になってくるんじゃないかなと思います。 

 教育委員会がやればいいでしょうということではなくて、やはりこれは福祉の中でもそうい

った視点を持ちながら、取り組んでいくことも大切かなと思っていますけれども、そこら辺、

どのようにお考えでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 生活保護の受給家庭であれば、ケースワーカーがついておりますし、高校生のいる家庭につ

きましては、ケースワーカーのほうから必ず高校生に面談をして、将来のキャリアに関する国

のつくった資料などの説明とか、高校生になるとアルバイトをすることもあるので、アルバイ

トについての説明とか、そういった形で、夏の間に１度は、ケースワーカーに、お子さんと面

談してくださいというような話はしているところです。 

 ただ、困窮家庭になりますと、こちらからアプローチできる部分をなかなか、今、我々は持

ち合わせていないいものですから、あくまで生活保護限定で、そういうことをしているという

ことになります。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 難しい課題だと感じています。 

 以前、親御さんを亡くされて、兄が19歳、弟が17歳という子がいて、その２人は、しばらく

の間、子供２人で生活していたと。未成年２人で生活していたという方がいらっしゃっていて、

知ったときには、兄がもう成人する年になっていたので、結局、大人と一緒だということで対

象人数から外れてしまったんですけれども、何か我々では見逃してしまっている、ちょうど15

歳から18歳ぐらいの学校に行けていない子供たちというのが、実は、すごく忘れ去られてしま

っている現状がやっぱりあるんじゃないかなというふうに感じています。 

 そこで、やはり学ぶことと、夜間高校に行くのも一つでしょうし、何か大人が変わっていく

中で、また、次なる人生に向けてのステージを用意してあげるということも大事になってくる

んじゃないかなと思うので、卒業後のその後の状況というのも、やっぱり後追いしていかない

と、こういう子供たちが忘れ去られてしまうんじゃないかなというふうに懸念しています。 

 教育委員会と皆さん方もやり取りしていただきながら、こういった事業がさらなる発展的な

取組になっていけることに期待をしたいなというふうに思いますので、よろしくお願いを申し

上げます。 

 様々申し上げてまいりましたけれども、ほかにもございますが、とにかく保健福祉の取組と

いうのは、本当に生活者に直結した取組の一つ一つが多いということと、これからの高齢化社

会、そして少子化、そして今言った、本当に社会の中で孤立してしまっている人たちの一人一

人にどう光を差し伸べて事業を展開していくのかということが大事になってくるというふうに

思っております。 

 また、そういった視点で、議会の中でも論戦をさせていただければと思いますので、よろし

くお願いを申し上げます。 
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 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） それでは、一問一答で、よろしくお願いいたします。各委員から、い

ろいろな形で質問がありましたので、なるべく重ならないように質問させていただければと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 まず、重層的・包括的支援体制の構築ということで、令和４年度の新規での決算ということ

で、まずは調査をして、包括的会議、そういう連絡会議を行って、今後、福祉まるごとサポー

トセンターをつくられていくという形で、今年度予算化されておるんですけれども、まず、そ

の調査、連絡会議でどのような内容を審議されて、そういうところから、どのような考察をさ

れたのか、まず教えていただけますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 地域福祉課長。 

○地域福祉課長 地域福祉課でございます。 

 まず、重層的・包括的支援体制に関する調査の内容でございますけれども、重層的支援体制

整備事業、国が構築したものですけれども、これを実施している地方自治体に対しまして、事

業実施までの過程ですとか、どのような準備をしてきたか、実施をして、どのような効果があ

ったのか、また、どのような課題があるのか等を調査いたしました。 

 実施までの過程準備の中で、私どもが在り方というところを検討している中で、関係者への

丁寧な事前説明ですとか、既存の取組の活用が有効であるということを確認することができま

した。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 この中でも、入札なんかでもコンセプトブックの作成という項目が入っていたんですけれど

も、この内容について、どういう内容だったのか、教えてください。 

○主査（小坂さとみ君） 地域福祉課長。 

○地域福祉課長 地域福祉課でございます。 

 コンセプトブックにつきましては、体制整備の検討過程ですとか、福祉まるごとサポートセ

ンター設置の理念、考え方、これらをまとめまして、庁内、庁外の関係者との共通理解を図る

ツールとして活用するほか、人事異動などによって、これは庁内になるんですけれども、担当

者が替わってしまったとしても、この設置に至る考え方、理念を将来にわたって引き継がれる

ようにするために作成したものでございます。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 参考までになんですけれども、今年度、今やっている作業の中で、福祉まるごとサポートセ

ンターをつくられていると思うんですけれども、どれぐらいの規模で、どういう機能がそうい

うところに整備されているのかというところを教えてください。 

○主査（小坂さとみ君） 地域福祉課長。 

○地域福祉課長 地域福祉課でございます。 
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 福祉まるごとサポートセンターの、まず、体制規模でございますけれども、市直営の職員の

部分と、外部業者に委託する部分を混合設置というような形で運営をしてまいります。市直営

の職員が４人工で、委託事業者のほうにも同程度の人工をそろえるような形で求めております。 

 機能といたしましては、まず、包括的相談支援機能ということで、置かれた状況や年齢を問

わずに、福祉に関する困り事を丸ごと受け止めまして、すぐに解決できない問題にも関わり続

けるもの、もう一つが多機関協働のコーディネート機能と申しまして、複雑複合化した困り事

に対しまして、関係機関が一体となって支援を行うために、役割分担の調整ですとか、支援プ

ランの作成、進捗状況の確認などを行う機能を兼ね備えた窓口でございます。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 これから、今年つくるということで、この後、また、いろいろな形でこれからしっかりとサ

ポートして、議会としても、しっかりと支えていかなきゃならない機能だなというところは理

解しているんですけれども、やはりいろいろな、僕らも勉強させていただくと、解決のゴール

であるとか、解決のビジョンみたいなもののイメージというのが、機能を提供する側も、いわ

ゆる対象者も、共有することというのが非常に重要だなというふうには捉えております。 

 実際的には、今の現状ですと、大体８名ぐらいのところで全市のものをやっていくというと

ころであるかとは思うんですけれども、実際には、いろいろなところが本当に関わってこない

と解決できない。そういうところが、重層的なものであり、包括的な支援をどうしていくかと

いうところですので、しっかりと構築のほうをお願いしたいと思います。 

 それに含めまして、社会福祉協議会のほうの補助ということで、コミュニティソーシャルワ

ーカーの増員という形で決算のほうでも言われているんですが、増員の効果だとか、機能強化

について、どのような形なのか、内容を教えてください。 

○主査（小坂さとみ君） 地域福祉課長。 

○地域福祉課長 地域福祉課でございます。 

 ＣＳＷ、コミュニティソーシャルワーカーが各区２人体制となったことで、チームによるア

プローチが可能となりました。個別支援におきましては、より多くの要支援者の早期発見です

とか、課題解決を図るとともに、地域支援活動を通して、住民主体の支え合い活動の増進が図

られたと考えております。 

 個別支援のケース数、子ども食堂や高齢者サロン活動などの新規立ち上げ件数ともに、前年

度の実績を大きく上回ることができました。また、コミュニティソーシャルワーカー同士の相

談が可能となりますので、支援ノウハウの共有ですとか、支援レベルの向上が期待できるもの

と考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 我が会派でも、コミュニティソーシャルワーカーの機能は拡充をしていかなきゃいけない、

しっかりと応援していかなきゃいけないということで、議場でも述べさせてはいただいている

んですが、先ほどの重層的・包括的支援体制の構築というのも、実は、本来であれば、コミュ
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ニティソーシャルワーカーがしっかり機能していれば、ある程度機能するんじゃないかなとい

うふうに思っているものです。 

 千葉市の場合は、規模も大きいですから、しっかりと横の連携で、社会福祉協議会の持つ機

能であるとか、いわゆるコミュニティソーシャルワーカーが持つ機能というのと、先ほどの福

祉まるごとサポートセンターも、しっかりと横連携していただいて、切れ目ないというか、い

わゆる網からこぼれないように、しっかりと支えていくことが重要だと思いますので、そこの

機能強化に関しては、再度お願いしたいと思います。 

 続いて、先ほどもうちの会派のほうからも聞いたんですけれども、高齢者の保健事業と介護

予防の一体的な実施ということで、当然、いろいろな形で出向いていただいて、僕も敬老会に

行ったら、敬老会のお姉様方が、フレイル予防をしなきゃいけないよねと。フレイルという言

葉が本当にそういうところで普通に使われているというのを聞いて、いろいろな形で行政の皆

さんの活動というのが伝わっているんだなというのを実感したところであるんです。 

 実際には、介護予防、今回の各区に配置している専門職の人ということで動くこともありま

すけれども、介護保険のほうでも大分介護予防事業というのを一生懸命やっている中で、その

中での、今回、決算の中では新規、先ほど聞くと、６区に全展開していきますよということで、

どんどん拡充していくということですけれども、既存の介護予防事業との連携というのはどの

ように考えているのか、教えていただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康推進課長。 

○健康推進課長 健康推進課です。 

 私どものほうの一体的な実施の中でやっていることとしては、特にそのあたりのところで言

いますと、フレイルが疑われる方に対しまして、直接その方のお家に伺って、医療専門職のほ

うが状況の確認をさせていただいたり、必要な支援の確認をしたり、生活改善に向けて必要な

ことを提案したりというようなことをしております。 

 そういった過程の中で、その方が外出等できるようでしたら、皆さんで集まって直接、いろ

いろ何回かにわたって講座なども実施しておりますので、そういった介護予防の講座とか、そ

ういったものへの参加を促しています。また、運動面での不安がある方については、近所のシ

ニアリーダー体操教室、そういったものを御案内したりということで、様々なサービスが、そ

れぞれ点になってあったものを、直接必要な方につないでいこうというのが、この一体的な実

施のそれかなと思っております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 より単体的な、千葉市の職員がやっていること、千葉市の事業ですから、介護予防であると

か、僕らもちょっとよく分からない、どこが運営しているのか調べ切れなかったですが、いき

いきプラザであるとか、いきいきセンター、これは、実は、本当に地域でいろいろな人が毎日

行くぐらい、本当に、そういう意味での地域の高齢者の皆さんの交流の拠点になっていると。

コミュニティセンターではなく、公民館ではなく、いきいきプラザ、いきいきセンターという

のが、非常に大きな役割を果たしているなというのは、僕らもすごく感じるんです。 

 特に、入浴ができたりとか、独居の方が一人でお風呂に入ることというのも、非常に電気、
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ガス、水道が上がってくると、そういうところで１回100円で入れるというだけでも、本当に

行く機会になるというところが、実は、そういうところの拠点も育ってきていますので、先ほ

どの専門職の人も、そういうところに行くことであるとか、そういうところに一緒に出向いて

ですとか、そういうところで、また、いろいろなフレイルの対策だとかというところもあると

思います。 

 同じ課でやっている事業だと思いますので、そういうところはしっかりと連携強化をお願い

していきたいと思います。よろしくお願いします。 

 次に、妊娠・出産包括支援に関してですが、対象者、利用されている人の数というのは、あ

る程度出ているんですけれども、大体利用率としては、どれぐらいなのか。また、利用者の方

の評判であるとか、課題みたいなものを捉えているのであれば、教えていただけますでしょう

か。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 産後ケア事業の対象者は、出生数そのものと考えておりますので、利用率としましては、出

生に対して、どれくらい利用したかというふうに考えております。令和４年度の出生数が

5,856人ですので、訪問型が利用率としては19.3％、宿泊型が8.1％、日帰り型が４％という利

用率になります。 

 利用者の評判なんですけれども、こちらのほうは、令和２年度に、利用された方にアンケー

ト調査をしておりますので、その結果では、８割以上の方が授乳ケアが受けられてよかったと

か、休息ができてよかったという回答でした。一方では、１歳まで使いたかったという声も多

く寄せられておりますので、そのあたりが課題かなと考えており、今後、検討していきたいと

思っております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 本当に、そういう形では、利用率はまだ、100％を目指せというわけではないですから、な

かなか利用率という、ちょっと意地悪な聞き方をしたのかもしれませんけれども、やっぱりま

だまだ周知ができていなかったりとか、こういうサービスがあるんだということを知らない方

たちもいますし、その中で育児的な悩みが、逆に言うと、子供のほうにいってしまうこととか

というのは本当に懸念されますので、しっかりと周知をされることと、先ほど言っていた課題

に関しては、しっかりと、もう少しこの機能も充実していくことで、より使いやすくなります

し、そういうところが、今、求められている部分だと思いますので、機能強化であるとか、そ

ういうところの制度の拡充というのはお願いしていきたいと思います。 

 次に、不妊・不育対策です。これは先ほどからいろいろな方が聞いて、当然、不妊治療に関

しては健康保険の適用を受けて、市のほうの予算という部分では小さくはなっているんですけ

れども、不妊で悩んでいた人たちというのは、今、保険制度で賄われてきている中で、実際に

は、僕らも、千葉市でやっていた事業を見る限りだと、すごく分かりやすかったんですけれど

も、保険事業になると、今、不妊治療であるとか、不育治療というのはどうなのかなというと

ころがちょっと分かりづらいので、分かる範囲でいいんですけれども、保険適用に関する評価
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であるとか、課題みたいなものを捉えてあれば、教えていただけますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康支援課長。 

○健康支援課長 健康支援課です。 

 不妊治療につきましては、健康保険適用になって、特定不妊治療の専門医の先生方からお聞

きするところによると、これまで不妊治療は全く検討してもいなかったという方々が、保険適

用になるのならということで、治療に結びついているという方が増えているなという実感を持

たれているそうです。あと、保険適用になるのを待って受診したという方もいらっしゃるとい

うふうにはお聞きしておりますので、一定の効果はあったと思っております。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 本当に、保険適用になったということは、非常に国の制度としても大きな一歩で、そういう

意味では、財源を千葉市としても違うところにもっと使える部分というのも出てくると思いま

すので、そういうところは、決算を通して、これだけ、こういう金額の変化があるんだなとい

うのは僕らも感じるんです。 

 そういう意味では、まだまだ手が届かないところであるとか、施策としては、保険治療では

賄えないような課題であるとか、そういうところの施策の拡充というのは求められてくると思

いますので、そういうところはしっかりと研究していただいて、準備していっていただければ

と思います。 

 本来だったら、どれぐらいの効果があったのかなということは、聞きたいというか、あれで

すけれども、なかなかまだ保険適用が始まったばかりですので、これが本当に子供が少しでも

増えてくるような施策につながればいいなとは思いますので、そこは慎重に、いろいろな形で

積み重ねていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続いて、新型コロナ感染症対策とワクチン接種のことについて、先ほど局長のほうからも、

いろいろな形で、非常に大きな予算を使いながら対応してきたと。いろいろな形で変化する中

で、そして、求められるものというのがどんどん変わる中で、千葉市の職員の皆さんには非常

によく対応していただいたなというふうには感じております。 

 当然、大きなお金が国のほうからも来ていましたので、そういうところでの決算というとこ

ろで、本当にしっかりと、お金の使い方がどうだったのかというのは、若干検証しなきゃいけ

ない部分があると思いますので、そこに関して幾つか質問をさせていただきます。 

 まず、医療提供体制における各事業、今回、いろいろな各事業があるかと思うんですけれど

も、各事業の、分かればでいいんですが、単価であるとか、費用の明細について教えていただ

けますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 幾つか項目があるんですが、金額の大きいところで、ま

ず、答弁させていただければと思います。 

 114ページにございますけれども、１つ、宿泊療養施設の確保につきましては、決算額が約

11億円、これは２つのホテルの借り上げ料ですとか、患者の食事代、消毒・清掃等に係る費用

となっております。 

 また、次に大きいのが自宅療養事業の中の配食サービスですけれども、こちらは、決算額が
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約９億円ということで、自宅療養者に配送する食事代等になりますけれども、この食事の調達

と梱包に係る単価は、昨年度の下半期においては、１戸当たり約7,000円だったということで

ございます。 

 また、医療提供業務委託につきましては、これは、自宅療養者に対する往診ですとか、オン

ライン診療を委託した業務になりまして、決算額としては約９億円ということでございます。 

 次に、入院医療費の公費負担ですけれども、これは、コロナ患者の入院医療費につきまして

も保険適用されまして、自己負担分を公費で負担するというものですけれども、決算額として

は約５億円で、これ１人当たりではないんですけれども、入院の１件当たりの平均額が約12万

円だったという状況でございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 結構大きな金額が、これも本当にスピード感が伴って、なかなかしっかりとした単価計算が

できてということではなかったのかなとは思います。非常に高額な金額で、延べ入所者数が

3,000人に満たないところで11億円の出費をしなきゃいけなかった。行政側の責任というのは、

そういうところでもあったのかなと思いますので、これに関しては、非常に厳しい金額だなと

は思いますけれども、理解していきたいと思います。 

 もう一点、その件でですが、ＰＣＲ検査に関してなんですけれども、実は、ＰＣＲ検査は、

千葉県でもそうですが、全国的に不正受領というか、不正な形で事業者のほうが処分されてい

るケースがあるかと思うんですけれども、千葉県のほうでも２億弱の金額が支払われなかった

よというようなことも聞いているんですが、千葉市のほうでは、不正があったかどうかという

チェックも含めて、ＰＣＲ検査に関しては、どのように捉えているか、分かる範囲でお聞きさ

せていただけますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 健康危機管理担当課長。 

○医療政策課健康危機管理担当課長 医療政策課です。 

 今の委員御指摘の不正が報道されているものにつきましては、いわゆるＰＣＲ等検査無料化

事業というもので、都道府県が実施主体になっているものでございまして、千葉市では、この

事業は行っておりません。 

 ただ、都道府県がやっているＰＣＲ等検査無料化事業というのは、基本的には、症状のない

方を対象に無料でＰＣＲ検査を行うという事業でございましたけれども、千葉市におきまして

は、昨年の夏と冬に、医療が逼迫して検査が受けづらい状況を想定して、無料のＰＣＲ検査事

業というのを行いました。このＰＣＲ検査事業につきましては、一件一件どなたが受けたのか

ですとか、その方がどういう結果だったのかというのを、こちらでも業者から報告を受けてお

りますので、不正はなかったものというふうに考えております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 にしたんクリニックとかのほうで陽性になると、千葉市にカウントされなくて、さいたまに

カウントされてしまうとか、議会でもいろいろ質問した経緯があったかと思うんですけれども、



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－66－ 

そういう意味では、千葉市のほうは健全に行われていたということで、そういうところの御尽

力、本当にありがとうございます。医療機関であるとか、そういうところが中心的にやってい

たということですので、安心いたしました。 

 続いて、ワクチン接種について、これもですが、まず、接種者数の累計、接種率について教

えていただけますか。去年の場合だと、１回目、２回目、３回目みたいな形で接種者数がこの

ぐらいでというのはあったんですけれども、４年度というのは、どういう形でカウントしてい

るのか分からなかったので、令和４年度の接種に関する接種者数、接種率を分かる範囲で教え

ていただけますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 感染症対策調整担当課長。 

○医療政策課感染症対策調整担当課長（ワクチン接種調整担当） 新型コロナウイルスワクチ

ン接種推進室でございます。 

 まず、新型コロナワクチン接種につきましては、本年８月末現在で、接種が開始されました

令和３年２月からこれまでに、本市では延べ約317万人を超える方が接種を受けております。 

 令和４年度の実績でございますが、やはり、今、委員がおっしゃったように、回数というの

が途中から分からなくなってしまいまして、参考までに、昨年、令和４年度に秋開始接種とい

うものを昨年９月から行っていまして、そちらの実績、率ではないんですが、令和４年９月28

日から令和５年５月７日までの接種実績としましては、延べ47万3,526回接種を行っておりま

す。 

 次に、本市の接種率につきましては、今年度になりますけれども、本年５月８日から開始さ

れました令和５年春開始接種におきまして、今回、高齢者や基礎疾患のある方など、対象者は

限られておりましたが、昨日、９月19日時点で、全年代の接種率は18.6％となっておりました。

特に、本市の高齢者の接種率につきましては58.0％と、全国平均を上回る状況となってござい

ます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 そういう意味では、本当に行政の皆さんも、いろいろな意味で、受けられる方がいますから、

継続的にずっと準備も実施もしていただいたことには本当に感謝を申し上げます。 

 実際、先ほどの数字を聞くと、なかなかやっぱり後半、ワクチン接種に関しての意識という

のが大分落ちてきている中で、接種回数ということを考えると、少し下がっている部分という

のはあるのかなというのは感じたんですけれども、ここで一応確認なんですけれども、ワクチ

ンのロスというか、廃棄数の推移が分かれば、教えていただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 感染症対策調整担当課長。 

○医療政策課感染症対策調整担当課長（ワクチン接種推進担当） 新型コロナウイルスワクチ

ン接種推進室でございます。 

 コロナワクチンの廃棄についてですけれども、これまで廃棄した数になりますと、約13万回

分になります。 

 推移、年度別の内訳になりますけれども、初年度の令和３年度はゼロ、令和４年度が約９万

回分、今年度、令和５年度、現在までのところ、約４万回分ということで、合計で13万回分と
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いうことになっております。 

 これとは別に、今後のワクチンの背景なんですけれども、本日から令和５年秋開始接種が始

まっておりまして、そこでは最新のワクチン、XBB対応ワクチンを使うことになっております

ので、今まで使っていた古いワクチンは、今後は使えなくなるという状況になります。昨日来、

報道にも出ているんですけれども、国として、もう使えなくなるワクチンが約8,630万回分を

今後廃棄するという話になっておりまして、これに対応する本市の分としましては、約19万回

分ということになりますので、先ほどの約13万回と合わせまして、合計で約32万回分廃棄とい

う形になります。 

 コロナワクチンにつきましては、現在のところ、全て国費、国のお金で対応しておりまして、

ワクチンの調達に関しましても、全て国のほうで一括で契約、購入をしておりまして、そこか

ら各自治体のほうへ割り振って配分をしているという状況でございます。 

 主な廃棄の理由につきましては、やはり３回目以降の接種率が想定よりも低かった、少なか

ったということと、今回のように、新しいワクチンが出てきて、もう古いワクチンが使えなく

なったという状況がございます。それが主な理由でございます。 

 本市につきましては、少しでも廃棄を減らすように、例えば、個別の医療機関のほうで有効

期限が間近になったものについては、集団接種会場のほうで活用するといった取組はしている

ところであるんですけれども、国全体でもう既に多くのワクチンを購入しているということで、

各自治体において大量の廃棄が出てしまうという状況でございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 これは、国のほうでいろいろ議論してもらわなきゃいけないことかなと。地方でも、そうい

う形ではあれですけれども、基本、ワクチン代金は、このお金の中に入っていないというイメ

ージでいいんですよね、当然。（「はい」と呼ぶ者あり）ありがとうございます。 

 そういう意味では、しっかりと接種体制は構築するという形では、地方自治体としては、し

っかりとやっていただいたというふうに理解しておりますので、ワクチン接種のロスに関して

は、また違う場所で、国のほうでもしっかりと協議していただくことが重要かなと思っており

ます。ありがとうございます。 

 次に、霊園事業についてお聞かせ願います。 

 先ほど渡邊委員のほうからも、火葬のことについて御質疑いただきましたけれども、実際に

は、今、そういう意味では繁忙期じゃないときで三、四日、非常に混んでいるときで７日から

10日ぐらいの、焼骨するのに時間がかかりますよということですが、現実的に、これから本当

に、2025年問題じゃないですけれども、高齢者が増えてくる中で死傷者数が増えてくる傾向に

ある中での、千葉市の霊園事業というのをしっかりと確認をしなきゃいけないかなと。 

 実際には、10日も待つということになると、御家族からすると非常に大きな負担になる。実

は、民間のほうで10日間待つというだけで、冷蔵庫に入れておくと10万円から25万円ぐらい、

ただ保管をするのにお金がかかってしまう。請求が来てからトラブルになっているケースも

多々あるということを確認すると、そういう意味では、これからの千葉市のいわゆる霊園事業

の中で、冷蔵というか、御遺体をしっかりと保管する。市民に負担がかからないような形で焼
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き場を回していくということは、重要じゃないかなと思うんですけれども、現状、今ある霊園

の中での冷蔵施設というのは、何体分ぐらいあるのか、まず教えていただけますか。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 現時点で、千葉市斎場にあります、遺体の保冷庫と言われるものですね。ただ、こちらは千

葉市斎場内の式場を使う方に限定した形でお貸しをしておりますが、現在、６体分でございま

す。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 そういう意味では、これからのことを考えると、少し、先ほど渡邊委員が言ったように、で

は斎場のほうを拡大していくかと。実は、老朽化している問題もあって、いろいろな形で、こ

れから斎場に関しても議論していかなきゃいけない部分はあるかとは思うんですけれども、そ

ろそろそういうところも含めて検討していかなきゃいけないかなということをお願いさせてい

ただければなと思いますので、そこは要望させていただければと思います。 

 次に、桜木霊園の合葬墓は非常に人気があって、なかなか合葬墓に関しては当たりもしない

し、大変だなというような状況だというふうに聞いているんですけれども、まず、桜木霊園の

合葬墓の状況についてお聞かせください。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 桜木霊園合葬墓につきましては、平成25年に供用を開始いたしまして、これまでに年に１回

の募集により供給をしてまいりました。施設の直接合祀区分を除きます埋蔵規模は１万2,000

体としておりますが、今年度末の供給数と供給の予定率は、それぞれ見込みになりますが、供

給数が１万300体、供給見込み率が約85.8％となっております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 合葬墓を造ったときは、非常に人気があるということではあったんですけれども、ここまで

本当にいろいろな形で埋まってきてしまう。30年間ぐらいでというような計算だったんですけ

れども、もう85％でということで、そういう中では、千葉市のほうで、先ほど決算のほうでも

植草委員のほうから、高くなっちゃったんじゃないのとか、樹木葬のほうの整備というのがど

ういうふうになっていますかということだったんですけれども、平和公園の樹木葬が出来上が

りまして、今後、樹木葬に関しても非常人気が出てくるかとは思うんですけれども、現状、決

算ですから、参考までなんですが、樹木葬の抽せんであるとか、応募状況というのが分かれば、

教えていただきます。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 平和公園の合葬式樹木葬墓地につきましては、本年の８月１日から22日にかけまして、今年

度初めて募集をさせていただいたところでございます。 
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 ８月末時点の数字になりますが、一般の区分と粉状の区分、合わせまして700体の募集に対

する応募数でございますが、合計で3,673体、倍率で約5.25倍となっております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員、残り９分となりましたので、まとめてください。 

○委員（川合隆史君） 分かりました。 

 ありがとうございます。 

 そうすると、非常に、またこれも倍率が高くて、そんなに倍率があるとは、ちょっと予想も

していなかったので、でも、これは焼骨を持っていらっしゃる方からすると、やはり抽せんを

待ってというのも、御夫婦であれば、連れ合いの方も高齢者ですから、非常に不安な部分があ

るかと思いますので、ここに関しては、なるべく、焼骨のある方に関しては、しっかりと対応

できることというのも検討していただければと思いますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。そのことに関して、今後のこととかあれば、お願いしたいんですけれども。 

○主査（小坂さとみ君） 生活衛生課長。 

○生活衛生課長 生活衛生課でございます。 

 今回の応募状況を踏まえまして、市といたしましても、焼骨をお持ちの方の区分、それから

また、樹木葬墓地、合葬式墓地のコンセプトでもございます、身寄りのない高齢者、75歳以上

の高齢者の区分など、墓地供給の優先度が高い区分につきましては、募集数を拡大して、全員

当選させるなどの対応につきまして検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） よろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

 では、最後に、発達障害者支援センターの運営について、現状の確認と課題に関して教えて

いただけますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課でございます。 

 まず、現状でございますが、発達障害者支援センターの本体の相談事業、基幹の事業ですが、

こちらは、延べ件数が令和３年度4,304件に対しまして、令和４年度は4,428件と増加しており

ますとともに、巡回相談支援につきましても、同じく令和３年度の実績訪問数が97に対しまし

て、令和４年度157と、大きく伸びております。 

 両方とも、恐らくは、コロナ禍が落ち着きまして、特に巡回相談は保育所、幼稚園等での受

入れが進んだことと、あと増員の効果が出ていると考えております。 

 一方で、やはり相談の待機が若干増えているというのがあります。本体の相談におきまして

は、令和３年度におきましては、１か月を超えるものが50％程度だったのが、令和４年度にお

きましては70％を超えていると。巡回相談につきましては、６か月から４か月に令和４年度末

で短縮はしたんですが、まだ４か月で、逆に言うと最大で待っているという状況でありますの

で、引き続き雇用等に努めていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） 非常に、人気があるという言い方はおかしいですけれども、非常に忙
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しい中で、件数も多くなってきている、増加傾向の中で、今年度、こども発達相談室開設に向

けて、今、準備しているかと思うんですけれども、この事業との連携であるとか、できること

によって、どういう効果があるかをお聞かせ願えますでしょうか。 

○主査（小坂さとみ君） 障害者自立支援課長。 

○障害者自立支援課長 障害者自立支援課でございます。 

 こども発達相談室ができることによりまして、今までは、最初にどこに相談していけばよい

か分からないというところで、例えば、療育相談所に直接相談に行っている、あるいは発達障

害者支援センターが開いている時間で何とか受けているということで、それぞれの専門機関で

待機時間が発生していたものが、最初に相談しに行くところをきっちり設けることによりまし

て、発達障害支援センターがより専門的な判定を受けた方の支援に回って、皆さんの福祉につ

ながると考えております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 川合委員。 

○委員（川合隆史君） ありがとうございます。 

 非常に注目されている分野の事業ですので、当然、千葉市の中では、発達障害、子供だけじ

ゃなく、大人も含めて、社会的にもいろいろな形で注目されているところでもありますので、

しっかりと行政としての、拡充を今までも求めてきておりましたけれども、まずはしっかりと

開設に向けて頑張っていただくこと、ちゃんと事業を進めていただくことと、また、発達障害

者の支援に向けて、しっかりと千葉市としても拡充のほうをお願いいたしまして、私からの質

問は以上とさせていただきます。 

○主査（小坂さとみ君） 須藤副主査。 

○副主査（須藤博文君） 副主査ですので、意見、要望等は述べないんですが、１点だけ確認

をさせていただければと思います。 

 生活保護に関して、外国人の方の統計を取っていないというのは、植草委員と岡崎委員の御

質問にあったかと思うんですけれども、先ほど保護課長のほうから準用という言葉が出たんで

すが、その御趣旨というのを教えていただければと思います。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 生活保護法におきましては、保護の対象は、あくまで日本国民でありまして、一定の永住者

ですとか、定住者といった一定の在留資格を持つ外国人の方につきましては、国の通知に基づ

く生活保護法の準用という整理をされておりますので、日本人の方は生活保護の適用、外国籍

の方は生活保護の準用というように言っております。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 須藤副主査。 

○副主査（須藤博文君） ありがとうございます。 

 ちょっと私の不勉強かもしれないんですけれども、恐らく昭和29年の厚生省の通達によって、

事実上、生活困窮に陥った外国人の方を保護しましょうというところで保護をしてきたと。平

成26年の最高裁判決で、憲法25条と生活保護法の国民の中には、外国人は含まれないという判

示がされたと思います。 
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 ただ、外国人を保護するというのは、ある意味、人道的な措置で、行政措置によって、事実

上の保護対象となり得るみたいな判決であって、恐らく下級審の福岡高裁では準用という言葉

が多分使われていたかなと思うんですけれども、そこら辺は、事実上、行政措置で特別認めら

れているという私の理解なんですけれども、どうなんですか、そこは。あくまで福岡高裁のほ

うの立場を、千葉市は独自の考えを取っているということですか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 保護課でございます。 

 おっしゃるとおり、行政措置として、保護に準じた措置が受けられるということで解釈して

ございますので、独自の解釈ということではない。ただ、国の問答集等を見ましても、準用保

護という言い習わしをしておりますので、そのように申し上げた次第でございます。 

 以上でございます。 

○主査（小坂さとみ君） 須藤副主査。 

○副主査（須藤博文君） 分かりました。 

 最後に、確認をしたいんですけれども、生活保護法の日本国民として生活保護を取る方と、

あくまで行政上の措置として外国の方が取る生活保護というのは、根拠も違えば、その性質も

かなり違うと思うんですけれども、それも一緒くたに、手続が一緒だからといって、数値を同

じように数えて、特に区別はしていないというのは、何か理由があるんですか。 

○主査（小坂さとみ君） 保護課長。 

○保護課長 申請書等も特段分けていない状態で、同じ申請書を出していただき、審査につい

ても、同じ手順をもって審査を行っているということで、あえて分けて整理をしていないとい

うことでございます。 

○主査（小坂さとみ君） 須藤副主査。 

○副主査（須藤博文君） ありがとうございます。 

 情報提供としては、十数年前に大阪市のほうで、中国の方々が在留資格を取って、16人ぐら

いでわっと集団申請をしてきたという例もございますので、あくまでそこを情報提供というこ

とで、意見、要望等は述べません。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） では、ほかに御質疑等がなければ、以上で、保健福祉局所管の審査

を終わります。 

 保健福祉局の方々は、御退室願います。御苦労さまでした。 

［保健福祉局退室］ 

 

指摘要望事項の協議 

○主査（小坂さとみ君） それでは、保健福祉局所管について、指摘要望事項の有無、また、

ある場合は、その項目について御意見をお願いします。 

 なお、１分科会当たり提案件数は原則２件までとなっておりますので、よろしくお願いいた

します。 

 また、仮に発言がお一人であっても、内容がふさわしく、反対する意見がなければ、指摘要

望事項とすることは可能とされていますので、このことを御理解の上、御協議いただきたいと
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思います。 

 それでは、保健福祉局所管について、指摘要望事項の有無、また、ある場合は、その事項に

ついて御意見をお願いいたします。川合委員。 

○委員（川合隆史君） 正副主査に一任します。 

○主査（小坂さとみ君） 渡邊委員、御意見ありますか。 

○委員（渡邊惟大君） 異議なしです。 

○主査（小坂さとみ君） 椛澤委員。 

○委員（椛澤洋平君） 私が思ったのは、フレイルが何人かの委員から出ていたかなという気

がしたのと、あとは動物愛護の部分もちょっと検討してほしいかなという気がしております。 

 以上です。 

○主査（小坂さとみ君） ほかに御意見ございますか。伊藤委員。 

○委員（伊藤康平君） 正副主査に一任します。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○主査（小坂さとみ君） では、椛澤委員から、フレイルと動物についての御意見をいただき

まして、その上で正副御一任ということで賜りました。 

 それでは、ただいまの御意見を踏まえ、正副主査において、保健福祉局所管の指摘要望事項

の案文を作成させていただき、９月27日水曜日の本会議散会後に開催される分科会におきまし

て御検討をお願いいたします。 

 以上で、本日の日程は終了いたしました。 

 次回は９月22日金曜日の10時より保健消防分科会を開きます。 

 本日はこれをもって散会といたします。御苦労さまでした。 

 

午後３時39分散会 

 


